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東京都障害者計画・第３期東京都障害福祉計画（平成２４年度～平成２６年度）

[image: image2.png]T+« T T T '’ T T T
P -r.
g el 2




ご挨拶

　東京都は、平成１９年５月に「東京都障害者計画・第１期東京都障害福祉計画」を策定、平成２１年３月に「第２期東京都障害福祉計画」を策定し、グループホーム等の地域居住の場や通所施設等の日中活動の場など、障害者の地域生活を支える基盤整備を着実に進めてきました。

　また、平成２３年１２月には、障害者の地域生活を支援し、誰もが共に暮らす社会を実現する「２０２０年の東京」の姿を描き、その実現に向け、今後３か年の政策展開を示す「２０２０年の東京」への実行プログラムを併せて策定しました。

　一方、国においては、障害者制度の集中的な改革を推進することとしている中、平成２３年8月には、障害者基本法の一部改正により、「共生社会」の実現が法律の目的に明記されました。また、平成２４年4月から、障害者自立支援法及び児童福祉法の一部改正により、相談支援の充実や障害児支援の強化などが図られることとなり、さらに、平成２４年１０月からは、障害者虐待防止法が施行されるなど、障害者施策は大きな転換期を迎えています。

　こうした国の動向にも的確に対応しつつ、東京都は、これまでの取組を一層充実していくために、「東京都障害者計画・第３期東京都障害福祉計画」を策定しました。この計画は、東京都が従前より基本理念として掲げてきた「障害者が地域で安心して暮らせる社会」、「障害者が当たり前に働ける社会」、「すべての都民が共に暮らす地域社会」の実現を引き続き目指し、平成２６年度までに達成すべき目標と、その達成のために取り組むべき施策展開を明らかにしたものです。

　今後、東京都は、区市町村や各事業者及び福祉・保健・医療・教育・労働の関係機関、さらには企業・経済団体などとも連携し、本計画の着実な推進を図ってまいります。都民の皆様の一層のご理解とご協力をお願いします。

平成２４年４月
　東京都知事　石原慎太郎
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多様な取組への活用が可能な事業

[image: image6.png]


資料
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東京都障害者施策推進協議会条例

障害福祉計画に係る法令の根拠
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計画の策定に当たって

１　計画策定（改定）の背景・趣旨

（１）東京都における障害者施策の計画的推進の経緯

　東京都は、国際連合が提唱した「国際障害者年」（昭和56〔1981〕ねん）を契機に、以下のとおり障害者計画を策定してきました。これらの計画に基づき、東京都は、福祉、保健、医療、教育、労働、住宅、まちづくりなど広範な施策分野にわたり、全庁を挙げて障害者施策を計画的かつ総合的に推進してきました。

「国際障害者年東京都行動計画」

（昭和56〔1981〕年度から平成２〔1990〕年度）
「ノーマライゼーション推進東京プラン　東京都障害者福祉行動計画」

（平成３〔1991〕年度から平成12〔2000〕年度）
「ノーマライゼーション推進東京プラン　東京都障害者計画」

（平成９〔1997〕年度から平成17〔2005〕年度）
「東京都障害者計画・第１期東京都障害福祉計画」

（平成19〔2007〕年度から平成23〔2011〕年度）

「第２期東京都障害福祉計画」

（平成21〔2009〕年度から平成23〔2011〕年度）

　このかん、平成12年度には、我が国の社会福祉制度の基礎構造改革の一環として、サービスの利用の仕組みを「措置から契約へ」転換する介護保険制度が実施されました。平成15年度には、障害者分野でも同様にサービス利用者の「自己選択・自己決定」に基づく利用契約制度として「障害者支援費制度」が開始され、平成18年４月からは、障害者自立支援法が施行されています。
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　東京都は、平成19年5月、障害者基本法に基づく障害者計画と障害者自立支援法に基づく障害福祉計画の性格を併せもつ一体的な計画として、「東京都障害者計画・第１期東京都障害福祉計画」を策定しました。また、平成21年３月には、障害福祉計画に相当する部分について所要の改定を行い、「第２期東京都障害福祉計画」を策定しました（以下、これらの計画を合わせて「旧計画」といいます。）。

　上記の計画において東京都は、「障害のある人もない人も、社会の一員として、お互いに尊重し、支えあいながら、地域の中で共に生活する社会こそが当たり前の社会である」という理念を掲げ、障害の種別にかかわらず、また、どんなに障害が重くても、必要とするサービスを利用しながら、障害者本人が希望する地域で安心して暮らせる社会の実現を目指して、独自の先進的な取組を含め、広範な施策分野にわたり全庁を挙げて、障害者施策を計画的かつ総合的に推進してきました。
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（２）障害者自立支援法の施行、障害者制度改革に向けた国の動向等

　障害者自立支援法には、障害の種別にかかわらず、障害者が必要とするサービスを利用できるよう、区市町村が一元的にサービスを提供することや、障害者がもっと働ける社会の実現などの内容が含まれています。

障害者自立支援法のポイント

１　障害の種別（身体障害・知的障害・精神障害（発達障害及び高次脳機能障害を含む。））にかかわらず、障害のある人々が必要とするサービスを利用できるよう、サービスを利用するための仕組みを一元化し、施設・事業を再編

２　障害のある人々に、身近な区市町村が責任をもって一元的にサービスを提供

３　サービスを利用する人々も所得等に応じた負担を行うとともに、国と地方自治体が責任をもって費用負担を行うことをルール化して財源を確保し、必要なサービスを計画的に充実

４　就労支援を抜本的に強化

５　支給決定の仕組み（手続・基準）を透明化、明確化

　東京都は、障害者自立支援法の施行当初から独自に、低所得者に対してホームヘルプサービス利用者に対する定率負担導入の激変緩和を講じました。また、精神障害者の通院医療費自己負担分の低所得者に対する無料化や心身障害者（じ）医療費助成制度の知的障害者（じ）入所施設等入所者への対象拡大を図りました。

　さらに、平成18年度からの「障害者地域生活支援・就労促進３か年プラン」及び平成21年度からの「障害者の就労支援・安心生活基盤整備３か年プラン」により地域生活基盤の整備促進を図るとともに、平成19年度には「障害者施策推進区市町村包括補助事業」を創設するなど、地域における支援体制の整備を早急に進めるよう取り組んできました。
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　一方で、平成20年５月には、平成18年12月の国連総会において採択された、障害のある人の権利に関する世界初の国際条約である「障害者の権利に関する条約」が発効しました。日本政府は、平成19年９月に条約に署名しています。

　国は、平成21年12月、条約の締結に必要な国内法の整備を始めとする我が国の障害者制度の集中的な改革を行うため、内閣総理大臣を本部長とする「障がいしゃ制度改革推進本部」を設置し、当面５年間を障害者の制度に係る改革の集中期間と位置付け、関係行政機関相互間の緊密な連携を確保しつつ、障害者施策の総合的かつ効果的な推進を図ることとしています。また、障害者施策の推進に関する事項について意見を求めるため、障害者、事業者、学識経験者等による「障がいしゃ制度改革推進会議」、「総合福祉部会」及び「差別禁止部会」を開催して検討を進め、順次、意見や提言の取りまとめを行っています。

　こうした中、平成23年８月には、障害者基本法の一部改正により、目的規定（第１条）において、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」とされました。この社会の実現は、次に掲げる事項を旨として図ることとされており、こうした理念を推進していく必要があります。
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地域社会における共生等（障害者基本法第３条より）

１　全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること

２　全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと

３　全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること

　また、平成24年４月からは障害者自立支援法及び児童福祉法が一部改正され、平成24年10月からは障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援とうに関する法律）が施行されるなど、障害者施策は大きな転換期を迎えています。

　東京都は、国が継続して制度の充実・強化を図るよう、国に対して積極的に提案してきており、その一部は、特別対策や緊急措置、報酬改定などを通じて実現されています。

　東京都は、今後とも引き続き、国における議論の進展を踏まえ、その動向を見ながら国に対して積極的に提案していきます。
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（３）新たな障害者計画及び第３期東京都障害福祉計画の策定

　こうした状況のもと、東京都は、平成24年度から平成26年度までを計画期間とする新たな「東京都障害者計画」及び「第３期東京都障害福祉計画」（以下、２つの計画を合わせて「新計画」といいます。）の基本的方向を明らかにするため、平成23年７月に第６期東京都障害者施策推進協議会を設置し、「障害者の地域における自立生活の更なる推進に向けた東京都の障害者施策のあり方」について調査審議を依頼しました。

　同協議会は、「地域におけるサービス提供体制の整備」、「地域生活移行の取組状況」、「就労支援策の取組状況」の３点に加え、保健、医療、教育、まちづくり、災害時における障害者支援など、全庁的な連携を要する様々な分野にわたって調査審議を行い、平成24年２月、新計画の策定に向けて、東京都知事に対する意見具申（提言）を行いました。

　この提言では、新計画の策定に際し、これまでの実績、地域の実情、国の動向等を踏まえて、旧計画の基本理念及び施策目標を維持しつつ、なお引き続き、各障害の特性を踏まえた独自の先進的な施策を展開すべきであるとされました。

　また、精神保健福祉分野については、東京都地方精神保健福祉審議会を平成21年６月から平成24年３月まで開催し、精神障害者を地域で支える医療提供体制の整備等について検討してきました。
　東京都は、これらの提言や検討状況等を踏まえて新計画を策定し、区市町村と一層の連携を図りながら、全庁を挙げて障害者施策の総合的な展開に取り組むこととしました。
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２　計画の性格

（１）東京都障害者計画

　障害者基本法第１１条第2項の規定に基づいて策定します。

　障害者施策に関する基本計画としての性格を有し、基本理念のほか、広範な施策分野にわたって達成すべき目標を掲げています。

（２）東京都障害福祉計画

　障害者自立支援法第89条第１項の規定に基づいて策定します。

　障害者計画の中の生活支援に関わる事項についての実施計画としての性格を有し、各年度における障害福祉サービスとうの必要見込量や、地域生活移行及び一般就労に関する数値目標などを掲げています。
　本計画は、東京都障害者計画と東京都障害福祉計画の２つの性格を併せもつ計画として、一体的に策定（改定）します。

　また、本計画は、東京都保健医療計画、東京都福祉のまちづくり推進計画、次世代育成支援東京都行動計画（後期）、東京都特別支援教育推進計画、東京都住宅マスタープランなど、障害者施策に関連した他の東京都の計画との整合を図っています。
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３　計画期間

　計画期間は、東京都障害者計画及び東京都障害福祉計画いずれも、平成24年度から平成26年度までの３年間とします。

　東京都障害福祉計画は、平成20年度までの第１期、平成23年度までの第２期に引き続き、第３期となります。
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４　計画の進行管理

　この計画で定めた事業目標並びに数値目標及び各年度におけるサービスの必要見込量に対する達成状況については、区市町村や関係機関等の協力を得て、毎年、福祉保健局障害者施策推進部において調査し、把握します。

　東京都は、把握した計画の達成状況について東京都障害者施策推進協議会に報告し、同協議会の点検・評価を受けるものとします。

　障害者基本法の一部改正により、障害者施策推進協議会を「審議会その他の合議制の機関」（名称は各地方公共団体の判断）に改組し、その所掌事務に「施策の実施状況を監視すること」を追加することとされましたが、東京都においては、引き続き、東京都障害者施策推進協議会を障害者基本法に基づく知事の附属機関として位置づけ、計画の達成状況等、施策の実施状況を明らかにしていきます。

　本計画の見直しには、東京都障害者施策推進協議会の意見を踏まえ、取り組みます。
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第１章　東京の障害者の状況

第１節　東京都における障害者数

　平成23年10月まつ現在、都内では、身体障害者手帳の交付を受けている人が約46万人、愛の手帳（知的障害者（じ）を対象）の交付を受けている人が約７万人、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人が約６万人です。

　平成12年度以降の手帳交付者数の推移をみると、増加傾向にあり、平成22年度末における交付者数は、前年度まつに比べ身体障害者手帳では1.6％、愛の手帳では3.7％、精神障害者保健福祉手帳では10.8％伸びています。
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１　身体障害者手帳交付状況
　平成２３年１０月まつ現在

　総数　４６２，６８５人

　うち視覚障害　３９，０８７人

　構成比　８．４％

　１８歳未満　総数　２３，９２８人

　１８歳未満　視覚障害　２，０２６人

　１８歳以上　総数　４３８，７５７人
　１８歳以上　視覚障害　３７，０６１人

　身体障害者手帳交付者数推移（障害別）

　平成１２年度末

　総数　３６２，６６５人

　視覚障害　３５，０１４人

　平成１８年度末

　総数　４２１，３４０人

　視覚障害　３７，８１６人

　平成１９年度末

　総数　４２９，６３５人

　視覚障害　３８，１５０人

　平成２０年度末

　総数　４３９，５００人

　視覚障害　３８，５４８人

　平成２１年度末

　総数　４５２，１０９人

　視覚障害　３８，９８０人

　平成２２年度末

　総数　４５９，２００人

　視覚障害　３９，０１３人
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２　知的障害者「愛の手帳」交付状況
　平成２３年１０月末現在
　総数　７１，２０９人

　１８歳未満　１６，３９０人

　１８歳以上　５４，８１９人

　愛の手帳交付者数推移

　平成１２年度末　総数　４７，８５９人
　平成１８年度末　総数　５９，８６６人

　平成１９年度末　総数　６２，２６１人

　平成２０年度末　総数　６４，７００人

　平成２１年度末　総数　６７，２９２人

　平成２２年度末　総数　６９，８０７人
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３　精神障害者保健福祉手帳交付状況

　平成２３年１０月まつ現在

　６４，５２７人

　精神障害者保健福祉手帳交付者数推移

　平成１２年度末　総数　１６，９３２人
　平成１８年度末　総数　４０，１２３人
　平成１９年度末　総数　４５，０５８人

　平成２０年度末　総数　４５，１１２人

　平成２１年度末　総数　５５，８６８人

　平成２２年度末　総数　６１，８８０人

　自立支援医療（精神通院医療）認定者数推移

　平成１２年度末　総数　８６，２３８人
　平成１８年度末　総数　１２７，４９０人

　平成１９年度末　総数　１２２，０９９人

　平成２０年度末　総数　１２７，７５３人

　平成２１年度末　総数　１３６，６６５人

　平成２２年度末　総数　１４８，７８３人
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第２節　東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」結果

　東京都では、おおむね５年おきに、障害者の生活実態に関する調査を実施しており、直近では、平成20年度に実施しました。

　本節では、この調査結果を中心として、前回調査（平成15年度実施）の結果と比較し障害者の状況やニーズの変化を踏まえながら、東京における障害者の生活状況等を明らかにします。

東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」の概要

調査名　平成20年度福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」

調査基準日　平成20年10月15日

前回調査年度　平成15年度

調査対象者　都内に在住する18歳以上の者で、身体障害者手帳、愛の手帳又は精神保健福祉手帳を所持するもののうち調査への協力に応じたもの

〔調査回答数〕

身体障害者　2,762人分

知的障害者　805人分

精神障害者　529人分

計　4,096人分

調査項目

①　障害の状況

②　日常生活の状況

③　就労の状況

④　経済基盤

⑤　社会参加等

⑥　障害者自立支援法による障害福祉サービスとう
など
[image: image21.png]


１　障害者の状況

（１）年齢の状況

　回答者の年齢を見ると、身体障害者では60歳以上が71.5％となっています。知的障害者では「30～39歳」33.3％、次いで「20～29歳」28.6％と合わせて6割強となっています。60歳以上は7.2％です。精神障害者は、「40～49歳」24.6％、次いで「30～39歳」22.3％となっています。60歳以上は25.7％です。

（２）重複障害の状況（複数回答）

　18歳以上の身体障害者のうち、愛の手帳を持っている人（知的障害者）の割合は5.7％、精神障害者保健福祉手帳を持っている人は0.5％となっています。一方、知的障害者及び精神障害者のうち身体障害者手帳を持っている人の割合は、それぞれ22.1％、11.5％となっています。

[image: image22.png]


２　住まい等の状況

（１）住まいの種類（在宅者対象）

　施設入所者を除いた在宅者について住まいの種類を見ると、持家（一戸建て、分譲マンション等）の割合が、身体障害者、知的障害者ともに約6割となっています。精神障害者では、持家（一戸建て、分譲マンション等）の割合が4割弱であるのに対し、借家（公営賃貸住宅、都市機構・公社などの賃貸住宅、民間賃貸住宅（共同住宅））が6割弱となっています。

　また、平成15年度調査結果と比較すると、知的障害者ではグループホーム・ケアホームの入居者が3.2ポイント増加していますが、引き続き、３障害を通じた地域生活の基盤として整備していく必要があります。

（２）一緒に生活している人（在宅者対象・複数回答）

　身体障害者では、「配偶者」の割合が最も高く52.5％、次いで「子供」が29.6％です。「一人で暮らしている」は21.2％となっています。知的障害者では、「親」が78.9％と最も高く、次いで「兄弟姉妹」40.8％となっています。精神障害者では、「親」が38.0％、「配偶者」が18.7％ですが、「一人で暮らしている」の割合も35.2％と高くなっています。
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３　介護・介助等の援助の状況（日常生活動作能力）

　日常生活動作のうち、身体障害者で「一人で全部できる」と答えた人の割合が最も低いのは、「日常の買い物」の55.1％であり、次いで「家事（調理、洗濯、掃除）をする」の55.6％となっています。知的障害者では、「一人で全部できる」と答えた人の割合が、「家事（調理、洗濯、掃除）をする」で最も低く33.3％であり、次いで「日常の買い物」が約4割、「外出する」が5割強、「入浴をする」が6割強となっています。精神障害者では、いずれの項目についても「一人で全部できる」が50％以上ですが、「全部手助けが必要」を見ると、「銀行、郵便局の利用」25.5％、「お金の管理」20.6％が他の項目に比べ若干高くなっています。

[image: image24.png]


４　就労の状況

（１）収入を伴う仕事の有無（調査基準日現在）

　身体障害者、精神障害者に比べ、知的障害者では「仕事をしている」と回答した人の割合が65.1％と高くなっています。

　平成15年度調査結果と比較すると、「仕事をしている」と回答した人の割合が身体障害者、知的障害者、精神障害者のいずれにおいてもわずかに増加していますが、障害者が当たり前に働ける社会の実現が早期に求められます。

（２）仕事の種類（複数回答）

　身体障害者では「正規の職員・従業員、会社等の役員」（34.9％）と「パート・アルバイト・日雇等」（29.0％）の割合が高いのに対し、知的障害者の半数以上、精神障害者の4割強が「作業所・授産施設等で就労」と回答しています。

　平成15年度調査結果と比較すると、身体障害者では、「正規の職員・従業員、会社等の役員」及び「パート・アルバイト・日雇等」の合計が14.9ポイント上昇しています。知的障害者及び精神障害者では、「正規の職員・従業員」及び「パート・アルバイト・日雇等」の合計がそれぞれ6.1ポイント、19.8ポイント上昇している一方、「作業所・授産施設等で就労」の割合がそれぞれ5.8ポイント、13.9ポイント低下しています。

（３）現在仕事をしていない理由（複数回答）

　仕事をしていない理由としては、3障害ともに「健康上の理由（病気等を含む）」の割合が最も高く、そのほか、身体障害者では、「高齢のため（定年を含む）」（45.6％）、知的障害者では「受け入れてくれる職場がないため」（20.1％）、精神障害者では「受け入れてくれる職場がないため」（18.6％）、「人間関係がうまくいかなくなった」（18.3％）の割合が高くなっています。職場開拓や職場定着などの就労面での支援とともに、就労に伴う生活面での支援が求められています。
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５　趣味や社会活動への参加の状況（複数回答）

　過去1年間に行った趣味、学習、スポーツ、社会活動などをみると、身体障害者では多い順に「コンサートや映画・スポーツなどの鑑賞・見物」25.6％、次いで「スポーツやレジャーなどの活動」16.3％、知的障害者では、「コンサートや映画・スポーツなどの鑑賞・見物」40.0％、次いで「スポーツやレジャーなどの活動」31.2％、精神障害者では「コンサートや映画・スポーツなどの鑑賞・見物」34.4％、次いで「趣味の活動（スポーツ、文化的）」25.1％となっています。また、身体障害者で26.8％、知的障害者で13.0％、精神障害者で22.7％が「活動をしたいと思うができない」と回答しています。

６　日中の過ごし方の状況（平日の日中主に過ごした場所）

　身体障害者・精神障害者で「自分の家」の割合が高くなっています。知的障害者では、「通所施設」の割合が最も高くなっています。また、他の障害者に比べて「入所施設」の割合が高くなっています。

　一人一人の希望や状況に応じて利用できる、日中活動の場の整備が強く求められます。

７　必要な福祉サービス等

　地域生活をする上で必要な福祉サービスは、身体障害者では、「医療やリハビリテーションなどの充実」、「障害者が暮らしやすい住宅の整備」、「駅や道路における段差などのバリアフリー」などが、知的障害者では、「所得保障」、「グループホームの充実」、「周囲の人の理解」などが多くなっています。

　また、精神障害者が今後利用したい福祉サービスとしては、「就労支援サービス」、「ホームヘルプサービス」、「相談サービス（地域活動支援センターなど）」などが多くなっています。
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８　将来どこで暮らしたいか

　将来どこで暮らしたいかについては、「今のままでよい」が最も多くなっていますが、「グループホーム又はケアホーム」や「親などから独立した一般の住宅」を希望する人も多くなっています。この希望に応えるためにも、地域居住の場の整備は、急務となっています。

９　障害のためにあきらめたり妥協したこと（複数回答）

　3障害とも「旅行や遠くへの外出」の割合が高い一方、知的障害者では「結婚」、「就職」など、精神障害者では「就職」「人付き合い」などが、高い割合となっています。

　また、身体障害者では「特にない」と回答した人の割合も高くなっています。

10　障害者自立支援法による障害福祉サービスとうの利用状況

　在宅で生活している身体障害者、知的障害者及び精神障害者に、過去１年間の障害者自立支援法による障害福祉サービスとうの利用状況について聞いたところ、利用した人の割合は、知的障害者は40.4％と4割を超えていたのに対し、身体障害者と精神障害者はそれぞれ13.6％、16.8％と1割台でした。利用した内容で最も割合が高かったのは、身体障害者では「居宅介護（ホームヘルプ）等」で36.1％、知的障害者と精神障害者は「自立訓練、就労移行支援または就労継続支援、生活介護」の日中活動系サービスで、それぞれ34.5％、46.1％となっています。
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第２章　障害者施策推進の基本的考え方
第１節　障害者施策推進の基本理念

　東京都は、「障害のある人もない人も、社会の一員として、お互いに尊重し、支えあいながら、地域の中で共に生活する社会こそが当たり前の社会である」という理念を掲げ、独自の先進的な取組を含め、広範な施策分野にわたり全庁を挙げて、障害者施策を計画的かつ総合的に推進してきました。
　また、障害者基本法の一部改正により、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」とされました。

　東京都は、こうした理念のもと、障害者が、必要な支援を受けながら、他の都民と同様に、自らの生活の在り方や人生設計について、自らが選び、決め、行動するという「自己選択・自己決定」の権利を最大限に尊重され、人間としての尊厳をもって地域で生活できるよう、以下のような社会の実現を目指して、引き続き、障害者施策を計画的かつ総合的に推進します。
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基本理念１　障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現

　障害の種別にかかわらず、また、どんなに障害が重くても、必要とするサービスを利用しながら、障害者本人が希望する地域で安心して暮らせる社会の実現を目指します。
基本理念２　障害者が当たり前に働ける社会の実現

　障害者が地域において自立して生活し、その生活の質の向上を図るため、働く機会を拡大するとともに安心して働き続けられるよう支援を提供することにより、障害者が当たり前に働ける社会の実現を目指します。
基本理念３　すべての都民が共に暮らす地域社会の実現

　障害のある人とない人が学校、職場、地域の中で交流を図り、たとえ障害があっても、適切な支援があれば街なかで暮らし、一般の職場で働けることを都民が理解し、支え合いながら暮らす地域社会の実現を目指します。
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第２節　障害者施策の目標と課題への対応
　東京都は、前節で掲げた社会を実現するため、障害者に、基本的人権をはじめとした市民としての権利を保障することはもとより、人間としての尊厳にふさわしい生活を保障することが最大の目標であることを踏まえ、以下の５つの施策目標を掲げ、全庁を挙げて障害者施策を推進していきます。
施策目標１　地域における自立生活を支える仕組みづくり

施策目標２　社会で生きる力を高める支援

施策目標３　当たり前に働ける社会の実現

施策目標４　バリアフリー社会の実現

施策目標５　サービスを担う人材の養成・確保
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施策目標１　地域における自立生活を支える仕組みづくり

　地域における自立生活を実現するためには、生活の拠点である住まいをはじめとして、障害者とその家族が必要とする介護・介助サービス、保健・医療サービス、コミュニケーションや移動の支援にかかわるサービス、そして一人一人の希望や状況に応じて利用できる日中活動の場・就労の場などの地域生活基盤が確保されなければなりません。

　あわせて、障害者とその家族からの相談に応じて、サービス利用に関する情報提供や助言を行い、必要に応じて利用者とサービス事業者との連絡調整を図るとともに、日常生活・社会生活上保障されるべき権利を擁護するなどの相談支援事業が欠かせません。

　区市町村は、住民のニーズを踏まえた地域生活基盤の計画的整備と相談支援事業の実施に、主体的に取り組むことが求められており、どんなに障害が重くても、必要とするサービスを利用しながら、本人が希望する地域で安心して暮らし続けられる社会を実現することが重要です。

　東京都は、区市町村が取り組む地域生活基盤の整備を促進するため引き続き積極的に支援するとともに、専門性の高い相談支援事業、個々の区市町村では対応が困難な課題への取組や地域のネットワーク構築の支援など広域的な支援事業及びサービスの質・量を確保する人材の育成や福祉サービス第三者評価などに積極的に取り組みます。

[image: image31.png]


課題１　地域におけるサービス提供体制の整備
　障害者自立支援法では、障害の種別にかかわらず、必要とする障害福祉サービスや相談支援事業を利用するための仕組みを共通化・明確化し、基礎的な自治体として住民に最も身近な区市町村が、法の実施に関して一義的な責任を負い、一元的にサービスを提供することとされています。
　障害者自立支援法による、総合的な自立支援システムの全体像は、自立支援給付と地域生活支援事業で構成されています。

　個々の障害のある人々の障害程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏まえ、自立支援給付として個別に支給決定が行われる障害福祉サービスは、介護の支援を受ける場合には「介護給付」、訓練等の支援を受ける場合は「訓練とう給付」に位置付けられ、それぞれ、利用の際のプロセスが異なります。
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【障害福祉サービスとうの必要見込量】

　障害者自立支援法に基づいて区市町村が作成する障害福祉計画では、現在の利用実績等に関する分析、障害者等のサービスの利用に関する意向等を勘案しつつ、地域の実情を踏まえて、平成26年度までの各年度における月間の障害福祉サービス及び相談支援の種類ごとの必要な量の見込みを定めることとされています。
　障害者自立支援法の施行後、障害福祉サービスとうの利用実績は概ね着実に増加してきていますが、障害者が地域で安心して暮らせる社会を実現するため、なお引き続き取組を進めていく必要があります。

　障害福祉サービスとうの必要見込量を定めるに当たって、国は、障害者自立支援法に基づく基本指針（以下、「基本指針」といいます。）において、下記の基本的考え方を示しています。

１　全国どこでも必要な訪問系サービスを保障

２　希望する障害者等に日中活動系サービスを保障

３　グループホーム等の充実を図り、入所等から地域生活への移行を推進

４　福祉施設から一般就労への移行等を推進
　東京都は、各区市町村がこの考え方を踏まえて設定した見込量を集計したものを基本として、区市町村の方針を尊重しつつ、引き続き地域生活基盤の整備を進める観点で調整を図りながら、東京都全域の見込量を次の表のとおり定めました。

　障害福祉計画においては、施設入所・入院から地域生活への移行の数値目標及び就労支援の数値目標を定めることとされており、その考え方を踏まえて、必要とされる障害福祉サービス及び相談支援の量を見込んでいます。
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　なお、東京都においては、基本的に区市町村単位で取り組む方が基盤整備を効果的に促進できることを踏まえ、引き続き、見込量を定める単位となる区域（圏域）は設定せず、東京都全域での見込量を定めています。
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各年度における月間の障害福祉サービスとうの実績及び見込み
訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者とう包括支援の合計）
＊同行援護は、平成23年10月開始

　平成２１年度実績　１２，７９９人　６６９，６３９時間
　平成２２年度実績　１３，７３１人　６９４，７７６時間

　平成２４年度見込　１９，７４３人　８８１，１３２時間

　平成２５年度見込　２０，８５７人　９３４，１５８時間

　平成２６年度見込　２２，０２１人　９９０，５８０時間

生活介護
　平成２１年度実績　　８，２７９人　１６１，４３４人日分
　平成２２年度実績　１２，０２９人　２３７，６１６人日分
　平成２４年度見込　１８，６４１人　３５６，０４３人日分
　平成２５年度見込　１９，０１６人　３６３，２０６人日分
　平成２６年度見込　１９，３９１人　３７０，３６８人日分
自立訓練（機能訓練）
　平成２１年度実績　３７７人　３，１５５人日分
　平成２２年度実績　３５３人　２，７３９人日分
　平成２４年度見込　４２６人　３，７４９人日分
　平成２５年度見込　４３５人　３，８２８人日分
　平成２６年度見込　４４３人　３，８９８人日分
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自立訓練（生活訓練）
　平成２１年度実績　４７６人　７，９２８人日分

　平成２２年度実績　４７１人　７，３２６人日分

　平成２４年度見込　６２０人　９，１７６人日分

　平成２５年度見込　６３３人　９，３６８人日分

　平成２６年度見込　６４５人　９，５４６人日分
就労移行支援
　平成２１年度実績　１，６０１人　２７，９３９人日分
　平成２２年度実績　１，５９２人　２５，４９９人日分
　平成２４年度見込　２，２８７人　３５，４４９人日分
　平成２５年度見込　２，３３３人　３６，１６２人日分
　平成２６年度見込　２，３７８人　３６，８５９人日分
就労継続支援（Ａ型）
　平成２１年度実績　２２６人　　４，３３４人日分
　平成２２年度実績　３９１人　　７，０５０人日分
　平成２４年度見込　５４３人　　９，７２０人日分
　平成２５年度見込　５５３人　　９，８９９人日分
　平成２６年度見込　５６４人　１０，０９６人日分
就労継続支援（Ｂ型）
　平成２１年度実績　　７，６１９人　１３２，０６６人日分
　平成２２年度実績　１０，１５７人　１６２，１１１人日分
　平成２４年度見込　１６，２３８人　２５４，９３７人日分
　平成２５年度見込　１６，５６４人　２６０，０５５人日分
　平成２６年度見込　１６，８９２人　２６５，２０４人日分
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日中活動系サービス（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援の合計）

＊実績は旧体系施設分を含む。

　平成２１年度実績　３０，８３６人
　平成２２年度実績　３３，２７４人
　平成２４年度見込　３８，７５５人　６６９，０７４人日分
　平成２５年度見込　３９，５３４人　６８２，５１８人日分
　平成２６年度見込　４０，３１３人　６９５，９７１人日分
療養介護
　平成２１年度実績　　　　７６人
　平成２２年度実績　　　　７０人
　平成２４年度見込　１，２１８人
　平成２５年度見込　１，２２８人
　平成２６年度見込　１，２３８人
短期入所
　平成２１年度実績　２，５２０人　１９，３７４人日分
　平成２２年度実績　２，４５７人　１９，９７０人日分
　平成２４年度見込　３，１８７人　２４，５４３人日分
　平成２５年度見込　３，４６３人　２６，６６４人日分
　平成２６年度見込　３，７３８人　２８，７８５人日分
共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）
　平成２１年度実績　４，７１０人
　平成２２年度実績　５，２８２人
　平成２４年度見込　６，３７４人
　平成２５年度見込　６，９０７人
　平成２６年度見込　７，４４１人
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施設入所支援
＊実績は旧体系施設分を含む。

　平成２１年度実績　９，２３４人
　平成２２年度実績　９，１４９人
　平成２４年度見込　８，８０７人
　平成２５年度見込　８，７４０人
　平成２６年度見込　８，６５６人

計画相談支援（平成２４年４月開始）
＊実績はサービス利用計画作成の対象者数

　平成２１年度実績　　　１４７人
　平成２２年度実績　　　１８２人
　平成２４年度見込　３，０５１人
　平成２５年度見込　６，２８１人
　平成２６年度見込　９，８０２人

地域移行支援（平成２４年４月開始）
　平成２４年度見込　３２７人
　平成２５年度見込　４１９人
　平成２６年度見込　４７７人

地域定着支援（平成２４年４月開始）
　平成２４年度見込　３４８人
　平成２５年度見込　４８７人
　平成２６年度見込　６２２人
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＊　各年度の末月における利用実績及び見込みとなっています（実績は、区市町村報告及び東京都国民健康保険団体連合会の統計調査データによる。）。ただし、相談支援については、対象実人数を推計した上で、各月の利用見込人数を基に、月間平均で見込むこととされています。なお、計画相談支援の実績欄には、障害者自立支援法改正前の「サービス利用計画」の実績を記載しています。
＊　18歳以上の障害児施設入所者については、平成24年４月以降、障害者自立支援法に基づくサービスを利用することとなりますが、生活介護、就労継続支援（Ｂ型）及び施設入所支援については、本計画上、18歳以上の障害児施設入所者を含めずに見込むこととされています。
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【サービス見込量を確保するための方策】
「障害者の地域移行・安心生活支援３か年プラン」
　東京都は、障害者自立支援法が施行された平成18年度以降、障害者が地域で安心して暮らし、当たり前に働ける社会の実現を目指して、障害福祉計画において「３か年プラン」を掲げ、地域生活基盤の整備を促進してきました。
計画名　第１期東京都障害福祉計画
整備プラン名　障害者地域生活支援・就労促進３か年プラン
（平成18～20年度）

整備目標　3,780人増

計画名　第２期東京都障害福祉計画

整備プラン名　障害者の就労支援・安心生活基盤整備３か年プラン
（平成21～23年度）

整備目標　4,140人増

　地域居住の場としてのグループホーム・ケアホームは、３か年の整備目標に対して順調に整備が進んでいますが、今後とも、在宅障害者の親元からの自立、入所施設・精神科病院からの移行先として、積極的に整備を促進する必要があります。

　日中活動の場（通所施設等）についても、これまで、第２期東京都障害福祉計画において必要と見込んだサービス量を充足する定員数を既に確保していますが、特別支援学校からの卒業生や入所施設・精神科病院から地域生活へ移行する障害者のための生活や就労の場を確保するため、更なる整備が求められています。
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　短期入所（ショートステイ）についても、障害者の在宅生活を支えるサービスであり、引き続き、その整備を積極的に支援し、充実を図る必要があります。
　そこで、東京都は、平成26年度までに必要と見込んだ障害福祉サービスの量の確保に向けて取組を推進するため、「障害者の地域移行・安心生活支援３か年プラン」を策定しました。

　このプランでは、平成24年度から平成26年度までの３年間、グループホーム・ケアホーム、日中活動の場、ショートステイなどの地域生活基盤の重点的整備への積極的支援（原則として、設置者負担の２分の１を特別助成）に、引き続き取り組んでいきます。
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障害者の地域移行・安心生活支援３か年プラン（平成24～26年度）

　平成26年度末までに4,810人分の定員を新たに確保します。
１　地域居住の場の整備
　障害者の地域生活への移行を進めるため、グループホーム・ケアホームの整備を促進します。また、ケアホーム創設に係る消防設備整備に対する支援を新たに実施します。

　１，６００人増
２　日中活動の場の整備
　これから特別支援学校を卒業する方々のサービス利用の希望に応えるため、多様な日中活動の場（通所施設等）の整備を促進します。

　３，０００人増

３　在宅サービスの充実
　障害者が身近な地域で短期入所（ショートステイ）を利用できるよう、整備を促進します。

　２１０人増
　また、定期借地権一時金に対する補助制度を創設し、借地による施設設置ニーズに対応します。
　このほか、入所定員数が平成17年10月１日時点の定員数（7,344人）を超えないよう努めつつ、未設置地域において、地域生活への移行等を積極的に支援する機能等を強化した「地域生活支援型入所施設」の整備を引き続き推進します。
　なお、このプランでは、障害者の生活基盤を整備するとともに、障害者の地域生活を支えるため、地域生活移行や就労支援の取組も併せて展開することとします。
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課題２　地域生活を支える相談支援体制等の整備

　地域生活支援事業は、障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施することを通じて、福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的としています。

　地域生活支援事業のうち、相談支援事業、成年後見制度利用支援事業、コミュニケーション支援事業、日常生活用具給付とう事業、移動支援事業及び地域活動支援センターは、区市町村の必須事業に位置づけられており、東京都は、利用者のニーズに応じて必要量が供給されるよう、区市町村による着実な事業実施を促していきます。
　障害者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福祉サービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支える相談支援体制の構築が不可欠です。障害者自立支援法及び児童福祉法の改正により、サービスとう利用計画作成の対象者の大幅な拡大があったことや「地域相談支援」（地域移行支援・地域定着支援）が創設されたことも踏まえ、相談支援の担い手を確保するよう努めるとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを区市町村において設置することが望ましいとされています。

　都道府県においては、相談支援専門員を育成する研修を計画的に拡大実施していくことが不可欠であり、国は、研修実施機関を都道府県知事の指定する事業者に拡大することとしていますが、東京都においても、指定した研修事業者と連携し、都の実施する研修と併せて相談支援専門員の育成を図ります。
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　障害者基本法の改正も踏まえ、区市町村が従前より地域生活支援事業等として実施している基本的な相談支援を含めて、障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、障害者及びその家族その他の関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるようにしていく必要があり、東京都は、引き続き、区市町村等を通じて周知や普及に努めます。
　あわせて、区市町村の自立支援協議会は、地域における相談支援等の体制整備について協議を行う場であり、地域移行のネットワーク強化や地域の社会資源開発の役割強化が必要であるとされているため、東京都は、引き続き、先進的取組事例の紹介や自立支援協議会委員等の交流機会の提供等の支援を行います。
　障害者の権利擁護については、障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援とうに関する法律）の平成24年10月施行に向けて、東京都は、「都道府県障害者権利擁護センター」の機能を設置し、地域における支援体制の整備のため、都と区市町村の連絡会議等による連携を進めるほか、通報に対して迅速かつ的確に対応できる人材の育成のための研修を実施します。
　区市町村においても、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」の機能が必要であるとされており、区市町村に期待される役割について適切な情報提供を行い、普及啓発を図るとともに、障害者の権利擁護に取り組む区市町村を支援します。
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　コミュニケーション支援は、障害者の自立と社会参加の促進に不可欠な、日常生活を支える基幹的サービスであり、東京都は、引き続き、利用者にとって利用しやすい制度となるよう、区市町村に働きかけていくとともに、サービスを担う人材の養成に取り組みます。
　視覚や聴覚に障害のある人に対しては、公的機関による住民向け広報や説明会の内容など必要な情報について、点字、音声、書面の代筆・代読、手話通訳、音声の文字への変換による表示など、それぞれの障害に応じた複数の手段により提供できるようにしていく必要があります。また、情報の内容を理解することの困難な人に対しては、必要な情報の内容をわかりやすいかたちで提供するなどの対応を図っていくことが求められます。
　地域生活支援事業は、障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むため、必須事業に限らず、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することが求められますが、一方、国による全国一律の制度では対応し得ない課題への対応や、国における様々な制度変更等の環境の変化に柔軟に対応し、地域の実情に応じた主体的な施策を展開する区市町村を支援していく必要があります。
　このため、東京都は、平成19年度より「障害者施策推進区市町村包括補助事業」を実施し、区市町村が地域の実情に応じて、創意と工夫により行う先進的取組を重点的に支援しています。
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　また、広域的な自治体である東京都の役割として、区市町村への支援と併せて、多様な事業者が提供する様々なサービスの中から、利用者自らが必要なサービスを選択し、利用することができるようにするためには、事業者やサービス内容に関する情報提供、福祉サービス第三者評価など、サービスの質の向上に向けた事業者の取組を促進するとともに、利用者の選択を支援する取組をこれまで以上に進めていく必要があります。
　同時に、サービスの提供主体である事業者等が、法令を遵守し、適正なサービスを提供するよう、ルール遵守の徹底を図ることが不可欠です。そのためには、行政が、関係法令等に基づく適切な指導検査を実施し、良質な事業者等を育成していくことが重要となります。
　東京都は、地域における支援体制の整備のため、住民やサービス利用者に身近な区市町村と連携しながら、広域自治体としての役割を着実に果たしていきます。
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各年度における東京都地域生活支援事業（主なもの）の実績及び見込み
(１)　専門的・広域的な相談支援事業

①　発達障害者支援センター運営事業　実施箇所数

　平成２２年度実績　１か所
　平成２４年度見込　１か所
　平成２５年度見込　１か所
　平成２６年度見込　１か所

②　高次脳機能障害支援普及事業　実施箇所数

　平成２２年度実績　１か所
　平成２４年度見込　１か所
　平成２５年度見込　１か所
　平成２６年度見込　１か所

③　障害児とう療育支援事業　実施箇所数

　平成２２年度実績　８か所
　平成２４年度見込　８か所
　平成２５年度見込　８か所
　平成２６年度見込　８か所

④　障害者就業・生活支援センター事業　実施箇所数

　平成２２年度実績　５か所
　平成２４年度見込　６か所
　平成２５年度見込　６か所
　平成２６年度見込　６か所

[image: image47.png]


 (2)　その他の事業

①　手話つうやくしゃ養成事業　実修了者数

　平成２２年度実績　２０８人
　平成２４年度見込　２４０人
　平成２５年度見込　２４０人
　平成２６年度見込　２４０人
②　要約筆記者養成講習会　実修了者数

　平成２２年度実績　４３人
　平成２４年度見込　２４人
　平成２５年度見込　２４人
　平成２６年度見込　２４人

③　盲ろう者通訳・介助者養成研修事業　実修了者数

　平成２２年度実績　３９人
　平成２４年度見込　４０人
　平成２５年度見込　４０人
　平成２６年度見込　４０人

④　点訳奉仕員指導者養成　実修了者数

　平成２２年度実績　９人
　平成２４年度見込　３０人
　平成２５年度見込　３０人
　平成２６年度見込　３０人
⑤　専門点訳奉仕員養成　実修了者数

　平成２２年度実績　１８人
　平成２４年度見込　３０人
　平成２５年度見込　３０人
　平成２６年度見込　３０人
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⑥　朗読奉仕員指導者養成　実修了者数

　平成２２年度実績　１５人
　平成２４年度見込　２０人
　平成２５年度見込　２０人
　平成２６年度見込　２０人

⑦　音声機能障害者発声訓練指導者養成事業　実修了者数

　平成２２年度実績　１２人
　平成２４年度見込　１２人
　平成２５年度見込　１２人
　平成２６年度見込　１２人

＊　東京都地域生活支援事業のうち、主なものについて掲載しています。

＊　各事業の詳細については、第３章に記載しています。

＊　区市町村地域生活支援事業の見込量は、各区市町村の障害福祉計画で定めることとされています。
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区市町村包括補助事業の概要

事業名　先駆的事業
概要　新たな課題に取り組む試行的事業

事業名　選択事業

概要　都が示す政策分野の中から区市町村が選択・実施

事業名　一般事業

概要　既存の個別事業

補助対象例

　障害者地域生活移行・定着化支援事業

　経営コンサルタント派遣とう事業
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課題３　施設入所・入院から地域生活への移行促進

　長期の施設入所者や、いわゆる「社会的入院」の状態にある精神障害者の地域生活への移行を促進するためには、地域生活移行後の生活基盤の整備が必要です。
　必要とするサービスを利用しながら、本人が希望する地域で安心して暮らし続けられるよう、東京都は、グループホーム等の地域居住の場、自立訓練や就労継続支援等の日中活動の場、短期入所などの地域生活に必要なサービス量を適切に見込むとともに、「障害者の地域移行・安心生活支援３か年プラン」を策定し、地域移行後の生活基盤を確保するための整備を引き続き重点的に支援します。
　こうした取組に加えて、障害者の地域生活移行を着実に進めるため、平成26年度までに施設入所や入院から地域生活への移行に関する数値目標を設定し、その達成のための支援に取り組みます。
　地域生活への移行を進めるためには、区市町村及び東京都が関係者と連携し、それぞれの役割において支援に取り組む必要があります。

　障害者自立支援法の改正により創設された「地域相談支援」（地域移行支援・地域定着支援）が効果的に実施されるよう、東京都独自の取組を含めて地域への移行支援と定着支援の充実を図り、障害者の地域生活への移行を促進します。
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ア　福祉施設入所者の地域生活への移行

【地域移行に関する数値目標】
　区市町村は、国の基本指針に基づき、現在までの実績、施設入所者本人の意向等を勘案して、平成26年度末における地域生活移行者数の数値目標を設定することとされています。国の基本指針では、平成26年度末までに、基準時点となる平成17年10月１日時点の施設入所者の３割以上が地域生活へ移行することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定することが適当である、とされています。
　しかしながら、平成22年度末現在の実績は、区市町村を通じて集計したところ、第２期東京都障害福祉計画で掲げた数値目標（基準時点の施設入所者の11.9％、874人）は概ね達成できる見通しにあるものの、単年度の地域移行者数から推計すると、現在のままでは、平成26年度末までに基準時点の施設入所者の３割には到達しない伸び率となっています。また、平成23年度中に区市町村から聞き取りを行った状況では、区市町村が第3期障害福祉計画において定める平成26年度末の目標を積算した数値は、基準時点の施設入所者の２割程度にとどまる見通しとなっています。
　東京都としては、下記のとおり、国が考え方として示したとおりの地域生活移行者数を目指すこととし、その達成のため、引き続き区市町村の取組を促すとともに、新たな取組を進めていきます。
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地域生活移行者数

　平成22年度末実績　842人

　平成26年度末目標　2,204人

　説明　平成17年10月1日時点の施設入所者のうち、当該年度末までに、施設を退所し、グループホーム・ケアホーム、一般住宅等での地域生活へ移行する（した）人数（平成17年10月1日時点の入所者数の３割）

＊　平成17年10月以降の累計

（実績は区市町村報告による。）

[image: image53.png]


【目標達成のための方策】
①　障害者の地域移行に関する普及啓発

　地域移行を進めるためには、本人の意向と、家族や地域の住民等を含む関係者の理解を踏まえた支援が重要です。

　東京都は、「障害者地域生活移行普及啓発事業」を実施し、入所施設を利用する障害者が実際に地域で暮らすイメージを持つことができるよう、地域生活移行の先進的事例や取組方法等を紹介するセミナーにより、施設職員、障害者、家族等に向けた普及啓発を行います。

②　地域における取組の支援

　住民に最も身近な基礎的自治体である区市町村が主体となり、施設入所者（都外施設入所者を含む。）本人の意向確認や実態把握、関係者との連絡調整や各種の情報収集等を行い、施設から地域への切れ目のない支援につなげていく必要があります。

　障害者が地域生活へ移行した後も、障害者が安心して暮らせるよう、地域移行の主な受入れ先となるグループホーム・ケアホームにおける支援や、単身生活希望者の支援等を含む体制の充実が図られることが求められます。

　また、障害者が将来にわたって地域で暮らし続けることができるよう、関係者の理解促進を図ることにより、区市町村が障害者の地域移行及び地域定着のための支援を一体的に行う必要があります。

　法に基づく「地域相談支援」（地域移行支援・地域定着支援）に加え、区市町村による地域生活移行・定着化支援の取組を充実・強化するため、東京都は、「障害者地域生活移行・定着化支援事業」により、障害者を受け入れたグループホーム・ケアホームによる相談支援や、区市町村による地域の実情に応じた普及啓発等の取組について、区市町村に対する補助を行います。
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③　入所施設による取組の促進
　入所施設においては、区市町村及び東京都と連携して、地域生活を支援するための機能を強化するとともに、入所者の地域生活への移行支援のため、自立訓練や就労移行支援に積極的に取り組むことが求められます。

　このため、既存の入所施設については、引き続き、地域生活への移行等を積極的に支援する機能等を強化した「地域生活支援型入所施設」への転換を進めます。
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【入所施設の定員（施設入所者数）に関する考え方】
　国の基本指針では、平成26年度末の施設入所者数を平成17年10月１日時点の施設入所者数から１割以上削減することを基本として、これまでの実績及び地域の実情を踏まえて設定することが適当である、とされています。

＊　対象となる施設は、障害者支援施設のうち、旧身体障害者療護施設、旧身体障害者授産施設、旧知的障害者更生施設又は旧知的障害者授産施設から移行した施設及び平成18年度以降新たに開設した施設です。
　　ただし、児童福祉法の改正により、18歳以上の知的障害児施設等入所者について、障害者自立支援法に基づく障害者支援施設として利用することとなった施設は除いて設定することとされています。

　しかし、東京都においては、以下のような実情を十分に踏まえる必要があります。
　在宅及び障害児施設等における入所待機者が、減少傾向ではあるものの一定数で推移しており、また、現在は家族と在宅で生活している障害者本人及び家族の高齢化や「親なき後」を見据える必要があります。
　最重度の障害者、重複障害者、強度行動障害を伴う重度知的障害者、日常的に医療的ケアを必要とする障害者など、入所施設における専門的支援が真に必要な障害者の利用ニーズに応えていく必要があります。

　都内、特に区部の入所施設未設置地域において、入所施設による支援が真に必要な人の利用ニーズに応じて、「地域生活支援型入所施設」を整備していく必要があります。
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　「地域生活支援型入所施設」は、地域の在宅障害者のための相談支援やショートステイ、入所利用が長期化しないための支援や在宅障害者を受け入れるための日中活動の場、グループホーム等の整備や緊急時バックアップなどを行う地域の支援拠点となる施設であり、地域移行に必要な支援や、地域での安心できる在宅生活の支援を充実させるためにも、未設置地域には整備が求められています。

　グループホーム等への地域移行を促進すると同時に、都外施設の入所者や障害児施設における18歳以上の入所者を受け入れるために、地域移行によって生じた都内の障害者支援施設の空き定員を活用する必要があります。
　以上のような状況から、東京都における入所施設定員数は、当面、平成17年10月１日時点の定員数7,344人を超えないよう努めてきましたが、平成23年４月１日現在の定員数は7,451人となっており、目標値を超えています。
　東京都は、既存の入所施設の「地域生活支援型入所施設」への転換と、グループホーム・ケアホームの重点的整備を推進しつつ、地域生活への移行を進め、入所定員数が平成17年10月1日時点の定員数である7,344人を超えないという目標の達成に向けて、引き続き着実に取り組みます。

　入所施設定員数（施設入所者数）の在り方については、引き続き検討を進める必要があり、そのためには今後、これまでの実績を踏まえて、入所待機者の実態について、区市町村と連携して把握する必要があります。
　その際、新たな施設入所者は、ケアホーム等での対応が困難であり、施設入所が真に必要な障害者に限られるべきであることに留意する必要があります。
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入所施設定員数の推移
　平成１７年１０月実績　７，３４４人

　平成１９年度実績　７，５８９人

　平成２０年度実績　７，５７６人

　平成２１年度実績　７，４４３人

　平成２２年度実績　７，４５１人

　平成２４年度計画　７，３４４人

　平成２５年度計画　７，３４４人

　平成２６年度計画　７，３４４人
＊　都外施設の定員数を含みます。

＊　平成19年度以降の実績は、各年度末の翌日4月1日現在の定員数によります。
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イ　入院中の精神障害者の地域生活への移行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【地域移行に関する数値目標】
　都道府県は、国の基本指針に基づき、現在までの実績等を勘案して、平成26年度における数値目標を設定することとされています。国の基本指針では、旧計画における「受入れ条件が整えば退院可能な精神障害者」のかずという指標ではなく、新たに２つの着眼点と指標が示されていますが、都内の実情を踏まえた設定が必要です。
　また、入院中の精神障害者の地域移行に必要とされる「地域相談支援」（地域移行支援・地域定着支援）及び障害福祉サービスについて、国が示している算定方法では、都道府県において利用者数を推計し、これを踏まえて区市町村が見込量を算定することとされています。東京都は、平成23年12月、区市町村に対して、「入院中の精神障害者の地域相談支援及び障害福祉サービス」の推計を示しました。区市町村と東京都のサービス見込量は、整合性を図った上で設定しており、入院中の精神障害者の地域移行に必要なサービス量を含んだ見込みとなっています。
　以上を踏まえて、東京都は、入院中の精神障害者の地域生活への移行に関する数値目標について、次のとおり定めます。

　国が基本指針で示した着眼点①「１年未満入院者の平均退院率」については、都内においては、国が目標値として示している76％を既に達成しており、今後はこれを維持・向上させていくこととします。
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　一方、着眼点②「５年以上入院かつ65歳以上の退院者数」については、退院時在院年数別の疾病構造や経年変化等が不明であるため、実態把握の上、引き続き検討を要します。また、都内においては、５年以上かつ65歳以上の入院者数は横ばいであり、むしろ、新たに５年以上かつ65歳以上の入院者を増やさないための取組も必要であるため、1年以上5年未満の入院者や65歳未満の入院者を含む幅広い取組が妥当です。

　このため、東京都は、第３期障害福祉計画の指標として着眼点②は採用せず、平成16年に国が「精神保健医療福祉の改革ビジョン」で目標値として示した「１年以上入院者の退院率」29％以上を指標とします。

①　１年未満入院者の平均退院率

　平成２２年度実績　７６％

　平成２６年度目標　７６％を維持・向上
　説明　前年の６月１か月間の新規入院者のうち、入院後１年間の各月までの退院者数の割合を各月ごとに算出し、平均したもの。

　（実績は「精神保健福祉資料」による。）

②　１年以上入院者の退院率

　平成２２年度実績　２７．５％

　平成２６年度目標　２９％以上

　説明　１年以上入院者のうち、１年間での退院者数の割合

　（実績は「精神保健福祉資料」による。）
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【目標達成のための方策】
①　広域的な支援体制の整備
　いわゆる「社会的入院」患者の解消のためには、入院中の精神障害者の地域移行を促進するとともに、地域における安定した生活を支援する体制を整備し、新たな「社会的入院」患者を作らないための取組が求められます。
　従来実施してきた「精神障害者退院促進支援事業」は、その一部が個別給付化され、障害者自立支援法に基づく「地域相談支援」（地域移行支援・地域定着支援）に再編されることを踏まえ、区市町村、東京都及び精神科病院、障害福祉サービス事業者等の関係機関のさらなる連携強化が求められています。

　区市町村が実施主体となる「地域相談支援」の実効性を確保するため、これまで東京都が実施してきた関係者の理解促進、広域調整、連携体制の整備等の取組を引き続き推進していくことが必要です。

　このため、東京都は、「精神障害者地域移行体制整備支援事業」を実施し、入院中の精神障害者への働きかけや病院と地域との調整を行うコーディネーターの配置、地域移行支援会議の開催などにより、入院中の精神障害者の円滑な地域移行やその後の安定した地域生活を支えるための体制整備を図ります。
　事業の実施に当たっては、当事者同士の支え合いの観点も含めて、地域における支援体制の整備を推進します。
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②　地域における連携体制の構築
　東京都は、これまで種々の取組を進めてきており、これまでの取組の実施状況を踏まえ、今後も、円滑に地域移行し安定した生活を送れるような支援体制の構築を引き続き目指すことが重要です。
　数値目標は、１つの取組だけで達成できるものではなく、病院や地域における働きかけ、地域における受入基盤の整備、病状に応じた柔軟な医療や福祉サービスの提供体制、地域住民の理解など、種々の総合的な取組が必要です。

　保健医療計画に記載すべき疾病として新たに精神疾患が追加されることを踏まえ、精神障害者が退院後も地域生活を継続できるよう、保健・医療・福祉が連携した支援体制の構築を進めていきます。
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ウ　一般住宅への移行支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　地域生活への移行支援は、入所施設や病院からグループホーム等への移行促進にとどまらず、継続的な居住支援体制の整備状況を踏まえ、グループホーム等から公営住宅や民間住宅等の一般住宅への移行、さらには、施設・病院から一般住宅への移行も、視野に入れて取り組むことが重要です。
　一般住宅のうち公営住宅については、公営住宅法施行令の改正により、平成18年2月から、身体障害者に加え、知的障害者と精神障害者の単身入居が可能となり、既に募集・入居が行われています。

　都営住宅の障害者向け供給等に関して、東京都は、区市町村からの基本構想や障害福祉計画等に基づく要望を踏まえ、調整の上、空き家の活用に努めています。また、たてかえの際は、同様の調整を経て、グループホーム等の併設や、車いす使用者向け（世帯・単身）住宅の供給に取り組んでいます。

　民間住宅については、財団法人高齢者住宅財団が実施している「家賃債務保証制度」が平成17年９月から障害者単身及び障害者が同居する世帯も対象とされています。また、高齢者や障害者等とその家族、家主等が安心して居住・賃貸できるよう、財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターは、「あんしん居住制度」を実施しています。こうした制度について、様々な機会を捉えて普及促進を図っていきます。
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　一般住宅への移行を促進するためには、移行時と移行後の支援を一貫して行う体制が必要です。障害者自立支援法の改正により創設される「地域定着支援」は、居宅で単身で生活する障害者又は同居する家族等による支援が見込まれない障害者を対象として、常時の連絡体制の確保や緊急時の支援等を行う事業です。区市町村地域生活支援事業の「住宅入居とう支援事業」（居住サポート事業）は、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが保証人がいない等の理由により入居が困難な障害者を対象として、入居支援や関係機関によるサポート体制の調整等を行う事業です。また、「障害者施策推進区市町村包括補助事業」を活用し、区市町村の創意と工夫により居住支援に取り組むことも考えられます。東京都は、障害者が地域で安心して生活し続けられるよう、区市町村がこれらの事業に積極的に取り組むよう促します。
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課題４　保健・医療・福祉等の連携による障害特性に応じたきめ細かな対応

　地域で暮らす精神障害者に対しては、疾病と障害が並存するという特性を踏まえ、症状の変化に的確に対応できるよう、保健・医療・福祉の緊密な連携による支援体制を整備する必要があります。
　うつ病等の精神疾患患者は、発症後まず一般診療科医を受診する傾向があることから、一般診療科と精神科との連携も重要です。また、精神障害者のうち未治療や医療中断等のために地域での生活が困難な事例などに対し、本人や関係者の人権には十分配慮しつつ、医師・保健師・看護師等が参加する多職種チームで訪問型の支援を行い、医療の導入と生活支援、環境との調整を一体的に進めるような支援を普及していく必要があります。

　このため、東京都は、精神科医療の地域連携について検討を進めるとともに、「精神疾患早期発見・早期対応推進事業」において、内科医等に対し精神疾患や法制度に関する研修を実施します。さらに、区市町村・保健所等と連携して訪問支援を行う「アウトリーチ支援事業」を実施し、地域での安定した生活の確保に向け、計画的かつ集中的な支援を行うとともに、入院に至らない程度の病状悪化等により生活の継続が困難な場合に活用できるよう、医療的なケア体制も備えた短期宿泊などの危機回避的な支援も実施します。

　重症心身障害児（しゃ）支援については、高い医療ニーズに応えられるよう、在宅及び地域の施設における専門的支援の充実を図ることが重要です。医療の高度化などに伴い、地域で生活する心身に重度の障害のある重症心身障害児（しゃ）が増えており、身近な地域での在宅療育を可能とするため、訪問看護、日中活動の場、ショートステイなどの地域のサービス基盤の充実、相談支援体制の整備、地域医療の確保などが求められています。
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　しかし、重症心身障害児が主として入所する医療型障害児入所施設（以下「重症心身障害児施設」という。）では、入所期間の長期化等に伴い、入所者の大半が18歳以上となるなどの状況が生じており、また、在宅では、重症心身障害児（しゃ）の障害の重度化や、家族の疾病・高齢化により、介護、療育が困難になることが懸念されます。さらに、入所待機者に対しては、状況把握に努めつつ、在宅療育支援や地域生活基盤の整備を積極的に進め、身近な地域での生活を支援していく必要があります。
　このため、東京都は、引き続き、「重症心身障害児在宅療育支援事業」を実施して重症心身障害児（しゃ）の在宅療育を支援します。また、「障害者の地域移行・安心生活支援３か年プラン」により、日中活動の場、ショートステイなどの地域のサービス基盤の充実を図るとともに、「受入促進員」の配置や運営費補助により、積極的な受入れの促進と適切な療育環境の確保を図ります。
　重症心身障害児入所施設については、各施設における入所児（しゃ）の状況や看護師等の人材確保、民間におけるサービス提供の状況、新たな施策体系における位置づけ等を踏まえ、その在り方を引き続き検討していきます。

　発達障害者（じ）支援については、乳幼児期から学童期、成人期とライフステージに応じた支援が必要です。東京都においては、発達障害者支援センターでの専門相談等や、都立（総合）精神保健福祉センターでのデイケアを実施していますが、区市町村による地域での支援体制の整備促進が重要です。主に幼児期における保健センターや保育所など関係機関による連携や心理職等による家族や保育士等への専門的支援などを組み合わせた早期発見・早期支援の取組は、各区市町村において進んできました。今後は、成人期についても、障害特性に配慮した社会参加への支援など、地域の実情に応じた支援体制の整備を進めていく必要があります。
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　高次脳機能障害者支援については、発症後の急性期治療から地域生活支援までの切れ目のないケア体制整備の一貫として、とりわけ地域におけるリハビリテーションの充実を図ることが重要です。医療、福祉、労働等の各分野の関係機関同士が、緊密に連携・協力して支援を進めていくことが求められています。

　このため、東京都は、引き続き、「区市町村発達障害者支援体制整備推進事業」や「区市町村高次脳機能障害者支援促進事業」などにより、区市町村による支援体制の整備を促進し、地域における支援体制の充実を図ります。

　このほか、強度行動障害、常時の医療的ケアを要する人々などについても、多様な障害特性に応じた、きめ細かな対応を検討していきます。
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課題５　災害時における障害者支援

　障害者を含む災害時要援護者の安全を確保するため、区市町村が中心となって防災知識の普及・啓発、地域の協力・連携による避難支援体制の充実に努めていますが、東京都は、広域的な立場から、災害時要援護者対策を行う区市町村を支援してきました。

　平成12年には、災害時に障害者が必要とする支援や障害特性に応じた対策などを具体的に示した「災害時要援護者への災害対策推進のための指針」や「災害時要援護者防災行動マニュアルへの指針」を作成し、平成19年６月に改定しています。

　また、平成21年３月には災害時要援護者名簿の整備や避難支援プランの策定等を行う区市町村を支援するため、作成の手順や先進事例を示したパンフレットを作成するとともに、毎年、区市町村の福祉・防災担当者向け研修会を実施しています。

　さらに、避難支援プランの作成経費等や、公共機関における聴覚障害者等に配慮した非常時避難誘導設備の整備について、「地域福祉推進区市町村包括補助事業」において、財政支援を行っています。

　東京都は、平成23年11月、東日本大震災の教訓等を踏まえ、今後の防災対策の方向性と具体的取組を示した「東京都防災対応指針」を策定しました。今後、区市町村の現状や取組を改めて把握するとともに、区市町村に対する支援を継続して実施していきます。
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　災害に備える具体的な取組としては、災害時要援護者名簿の整備、支援者や避難先など災害時要援護者一人一人に対応した避難支援プランの策定、様々な手段による情報・コミュニケーション支援、災害時要援護者対策を盛り込んだ防災訓練の実施、二次（福祉）避難所の指定、施設や在宅での生活の継続のための支援、緊急連絡先や必要な支援内容等を記載した「ヘルプカード」の作成などが挙げられます。こうした取組の重要性についての理解を促進し、地域で具体化していくため、区市町村に働きかけを行っていきます。

　また、災害時要援護者の避難支援は、行政の支援に加え、災害時要援護者情報の共有・管理・活用など、地域の関係団体や障害者団体等との連携が大切であり、区市町村の福祉・防災担当者向け研修会や区市町村との会議の場など様々な機会を捉え、地域の関係団体等との協力体制の構築を働きかけていきます。

　東京都は、このようなことを踏まえて検討し、「東京都地域防災計画」の修正に反映をしていきます。

　障害者基本法が改正され、国及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安全にかつ安心して生活を営むことができるようにするため必要な防災施策を講じなければならないことが新たに明記されたことからも、東京都及び区市町村は、引き続き連携してきめ細かな対策を講じていきます。
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「ヘルプカード」を知っていますか？

　緊急連絡先や必要な支援内容などが記載されたカードで、障害者などが災害時や日常生活で困ったときに、周囲に自己の障害への理解や支援を求めるためのものです。

　特に、聴覚障害者や内部障害者、知的障害者など、一見、障害者とはわからないかたが周囲に支援を求める際に有効です。

　現在、区市町村において、ヘルプカードの他、SO Sカードや防災手帳など、地域の実情に応じた様々なカードや手帳が作成されています。
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施策目標２　社会で生きる力を高める支援

課題１　障害児支援の充実
　障害のある子供及びその保護者が住みなれた地域で安心して生活していくためには、子供の成長段階や個々の障害の事情に即したきめ細かな相談対応や支援が必要です。そのためには、行政・学校・療育機関等が連携し、ニーズに応じた適切な支援を行う必要があります。

　また、障害のある子供の放課後や夏季休業期間等の居場所づくり、保護者の仕事と子育ての両立、レスパイト支援等を考慮し、在宅サービスの拡充を図る必要があります。

＊　レスパイト：障害児（しゃ）などを在宅で支援している家族のための一時的な休息のことをいいます。
　児童福祉法の改正により、平成24年４月から、障害児施設及びサービスが障害児つうしょ支援・入所支援に一元化されるとともに、通所サービスの実施主体が身近な区市町村移行することとなりました。

　また、福祉的観点から認められていた18歳以上も在所できる在えん期間の延長措置が見直され、基本的に18歳以上の障害者は障害者施策で対応することとなりました。障害児施設を利用する児童が18歳以降、円滑に障害福祉サービスへ移行し、地域生活を目指していくために、障害児施設、児童相談所及び区市町村のさらなる連携強化が求められています。

　東京都は、区市町村と連携して、これらの法改正に適切に対応していきます。
　さらに、保育所・幼稚園や学童クラブにおいても障害のある子供の受け入れ促進を図り、障害のある子供の健全な成長を支援します。
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課題２　児童・生徒一人一人に応じた教育の推進

　学校教育法の改正により、平成19年４月から知的な遅れのない発達障害も支援の対象に含まれ、すべての学校において「特別支援教育」を実施するとされたとともに、盲・ろう・養護学校の制度が、障害種別を越えた「特別支援学校」の制度へと転換されました。

　東京都教育委員会では、「東京都特別支援教育推進計画」を平成16年11月に発表し、基本理念として、発達障害を含む障害のある幼児・児童・生徒の一人一人の能力を最大限に伸長するため、乳幼児期から学校卒業後までを見通した多様な教育を展開し、社会的な自立を図ることのできる力や地域の一員として生きていける力を培い、共生社会の実現に寄与することを掲げ、同年に第一次実施計画（平成16年度から平成19年度）、平成19年に第二次実施計画（平成20年度から平成22年度）を策定し、都における特別支援教育の推進を図ってきました。

　平成22年11月に策定した「東京都特別支援教育推進計画・第三次実施計画」（計画期間：平成23年度から平成28年度まで）には、第一次実施計画や第二次実施計画で展開してきた取組を踏まえつつ、都立知的障害特別支援学校や小・中学校の特別支援学級、通級指導学級に在籍する児童・生徒の増加や、すべての学校、学級等に在籍していると考えられる発達障害の児童・生徒に対応した施策を盛り込んでいます。
　平成20年５月、東京都における「教育振興基本計画」としての位置付けを有するものとして策定した「東京都教育ビジョン（第２次）」では、「特別支援教育の充実」及び「障害のある生徒の自立と社会参加に向けた教育の推進」を、重点施策として掲げています。
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ア　都立特別支援学校における個に応じた教育の充実　　　　　　　　　　　　　　　　

　知的障害特別支援学校に在籍する児童・生徒が著しく増加していることを踏まえ、東京都特別支援教育推進計画に掲げた基本理念にある、一人一人の可能性を最大限に伸長し、社会的な自立を実現するためには、これまで以上に障害の種類と程度等に応じた教育に取り組む必要があります。

　自立と社会参加に向けた多様な進路希望に応えるため、新たなタイプの学校として就労を目指す都立知的障害特別支援学校高等部職業学科や複数の障害を併置する学校の設置を引き続き進めるとともに、第三次実施計画の策定にあたって実施した障害のある児童・生徒数の将来推計に基づき策定した、都立知的障害特別支援学校を中心とした再編整備計画を推進し、児童・生徒の教育環境の改善を図っていきます。

　障害のある幼児・児童・生徒に適時・適切な支援を実現していくために、就学前から学校卒業後まで連続性のある支援を実現するためのツールとして、個別の教育支援計画のさらなる充実を図り、教育・福祉・医療・保健・労働等との連携強化を目指します。

　また、障害のある児童・生徒の就学に当たっては、本人や保護者の意向を十分に聞き取りながら、障害の種類・程度に応じた適切な就学の推進に努めているところですが、今後とも、区市町村との緊密な連携に基づき、児童・生徒一人一人の障害の種類や程度、発達の状態及び個々の教育内容・方法に基づく適切な就学を進めるとともに、障害者基本法改正に伴う国の動向等も注視していきます。

[image: image73.png]


イ　すべての学校で実施する特別支援教育の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　発達障害の児童・生徒は、すべての学校・学級に在籍しているものと推測されることから、小・中学校や高等学校等における特別支援教育推進体制を整備する必要があります。

　小・中学校においては、すべての学校に「特別支援教室」を設置し、発達障害の程度等に応じた個別指導や通級指導学級の教員による巡回指導・相談等を実施することで、在籍校における発達障害の児童・生徒を支援する体制の整備を目指し、平成24年度から小学校を対象としたモデル事業に着手します。

　あわせて、自閉症・情緒障害学級（固定学級）や通級指導学級の計画的配置や教育課程の研究・開発を進め、通常の学級、特別支援教室、通級指導学級及び固定学級の役割分担を明確にした「重層的な支援体制」を確立し、発達障害の程度等に応じた教育内容・方法の充実と適切な就学のより一層の推進を図ります。

　都立高とう学校等においては、小・中学校に比べて特別支援教育に対する理解が進んでいない現状があることから、都立高とう学校の教員を対象に特別支援教育全般や発達障害の特性等に関する理解を啓発・推進するため、個別指導計画や個別の教育支援計画等の作成・活用に役立つ指導資料の作成・配布や様々な機会を捉えた特別支援教育の研修等を実施します。

　また、個別指導計画や個別の教育支援計画に基づく指導と支援の充実や都立特別支援学校と連携した進路指導の充実等を図るとともに、都立高とう学校の中からモデル校を指定し、進路指導体制の充実、特別支援教育コーディネーターの機能強化、心理の専門家による巡回相談の効果等に関する実践的な研究を実施し、都立高等学校等における特別支援教育推進体制の在り方を明らかにします。
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課題３　職業的自立に向けた職業教育の充実

　知的障害特別支援学校では、例年、高等部卒業生の約４割が一般企業に就職していますが、高等部職業学科を希望する生徒が多く高い倍率となっていること、障害がちゅう・重度の生徒の就労率の向上が求められていることなどの課題があり、これまで以上に職業的自立に向けた教育環境を整備することが求められています。

　このため、東京都は、知的障害が軽い生徒を対象とした特別支援学校高等部職業学科を引き続き設置するとともに、地域バランスを考慮し、既存の知的特別支援学校普通科で、１学年２学級から３学級程度の比較的小規模な職業学科を併設していくとともに、教育内容・方法の更なる充実を図ります。

　また、都立特別支援学校においては、障害種別に応じた職業教育の充実を目指しながら、小学部からのキャリア教育と連動した職業教育を推進します。

　特に知的障害特別支援学校普通科の高等部においては、教育課程の類型化を推進するとともに、職業教育の充実事業実践研究指定校による成果を踏まえ、障害がちゅう・重度の生徒の職業能力の開発等に向けた作業学習の改善・充実を推進し、企業就労率の向上を図ります。

　さらに、教育委員会、福祉保健局、産業労働局等の連携による「企業向けセミナー」を引き続き開催し、企業に対して障害者雇用に関する理解と協力を求めていくとともに、新たな就労支援体制として、企業経営経験者等の中から障害者雇用に見識の高い人材を「就労支援アドバイザー」として登録し、東京都特別支援教育推進室に配置している就労支援員や進路指導担当教員との連携による企業開拓等の就労支援の充実を図っていきます。
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施策目標３　当たり前に働ける社会の実現

　障害者が地域において自立して生活し、その生活の質の向上を図るためには、働く機会を拡大するとともに安心して働き続けられるよう支援を提供することにより、障害者が当たり前に働ける社会を実現することが必要です。

　東京都は、より多くの障害者が企業等に一般就労できるよう、区市町村による就労支援事業を推進するとともに、福祉施設における就労支援を充実・強化します。

＊　福祉施設：ここでは、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援等の障害福祉サービス事業等を実施する事業所・施設のことをいいます。

　また、経済団体、企業、労働、福祉、教育などの関係機関が連携を図り、障害者の就労を促進するため、東京都障害者就労支援協議会を設置し、各機関の賛同のもと「首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言」を策定しています。

　これらの取組により、「2020年の東京」（平成23年12月策定）において示された、今後10年間で東京の障害者雇用が約３万人増加することを目指します。
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課題１　一般就労に向けた支援の充実・強化
　近年、ハローワークにおける、障害者の新規求職者数は増加傾向にあり、障害者の働きたいという意欲が高まりつつあります。一方、ジョブコーチ事業、委託訓練事業、トライアル雇用など障害者が一般就労を目指すことを支える訓練・実習の機会が多様化していますが、現状では、福祉施設による活用が十分ではありません。

　今後も、施設利用者を含め、一般就労を希望する障害者が企業等で仕事に就き、安心して働き続けられるために必要な支援体制を重点的に整備する必要があります。

　また、一般就労への移行を一層促進するには、障害者に対し、一般就労や雇用支援策について、さらなる周知・啓発を図ることも重要であることから、引き続き取り組んでいきます。
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【一般就労に関する数値目標】
　東京都は、福祉施設から一般就労への移行を促進するとともに、特別支援学校の卒業生や離職者などで一般就労を希望する障害者が企業等で働く機会を拡大するため、「区市町村障害者就労支援事業」を推進しています。
　「区市町村障害者就労支援事業」による一般就労者数については、平成26年度中の就職者の数が、平成17年度の一般就労への移行実績の２倍以上となることを東京都独自に目指します。
　また、福祉施設からの一般就労移行者数については、国の基本指針では、平成17年度実績の４倍以上を目標とすることが望ましいとされており、東京都においても、引き続き一般就労への移行を促進するとともに実績の把握を確実に行い、この達成を目指します。
　あわせて、障害者が安心して働き続けられるよう、福祉施策と労働施策の双方から重層的に取り組むため、東京労働局等の労働関係機関と連携し、ハローワークにおける支援、委託訓練事業、トライアル雇用、ジョブコーチ、障害者就業・生活支援センターなどの多様な支援策が十分に活用されるよう数値目標を定めます。
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①　区市町村障害者就労支援事業の利用による一般就労者数

平成２２年度実績　１，２７４人

平成２６年度目標　１，５００人

説明　区市町村障害者就労支援事業による支援を受けて、当該年度において、一般就労する（した）人数（福祉施設利用者を含む。）
（平成17年度実績（717人）の２倍以上）

（実績は区市町村報告による。）
②　福祉施設における就労から一般就労への移行者数

　平成２２年度実績　３０８人
　平成２６年度目標　８５２人

　説明　　福祉施設利用者のうち、当該年度において、一般就労へ移行する（した）人数
（平成17年度実績（213人）の４倍）

（実績は「就労移行とう実態調査」による。）
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③　労働施策との連携による福祉施設から一般就労への移行に関する目標

公共職業安定所経由による福祉施設利用者の就職支援　
　説明　公共職業安定所（ハローワーク）の支援を受けて福祉施設から一般就労への移行を希望するすべての者を支援する体制づくりを目指す。

障害者の態様に応じた多様な委託訓練事業の受講者数

　平成２２年度実績　２２０人

　平成２６年度目標　２６０人

　説明　当該年度における福祉施設からの一般就労移行者のうち、委託訓練事業の受講者数（福祉施設から一般就労への移行者数【数値目標852人】の３割）

障害者試行雇用事業の開始者数

　平成２２年度実績　２７８人

　平成２６年度目標　４２６人

　説明　当該年度における福祉施設からの一般就労移行者のうち、障害者試行雇用（トライアル雇用）事業の開始者数（福祉施設から一般就労への移行者数【数値目標852人】の５割）
職場適応援助者による支援の対象者数

　平成２２年度実績　３０人
　平成２６年度目標　４２６人

　説明　当該年度における福祉施設からの一般就労移行者のうち、職場適応援助者（ジョブコーチ）支援の利用者数（福祉施設から一般就労への移行者数【数値目標852人】の５割）
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障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数
　平成２２年度実績　９０人

　平成２６年度目標　１１０人

　説明　当該年度における福祉施設からの一般就労移行者のうち、障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者数
障害者就業・生活支援センターの設置かしょ数

　平成２２年度実績　５か所（参考：平成２３年度　６か所）
　平成２６年度目標　６か所

（実績は各事業実施機関の調べによる。ただし、職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援の対象者数は「就労移行とう実態調査」による。）
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【目標達成のための方策】
①　関係機関の連携強化
　一般就労を促進するためには、東京都、経済団体、企業、労働、福祉、教育などの関係機関が連携し、社会全体で障害者雇用の拡大に取り組む気運を醸成していくことが重要です。

　そのため、平成19年度に障害者の就労に関わる関係機関で構成する東京都障害者就労支援協議会を立ち上げ、翌20年度には「首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言」とこれを達成するための「障害者雇用・就労推進ＴＯＫＹＯプラン（行動指針）」を定め、10の視点と20の行動として具体的な取組を明らかにするとともに、その実施主体を示しています。

　その行動１として提言された「地域の就労支援ネットワークを構築」することを目指し、都内６ブロック（じょうほく、城東、城南、多摩北部、多摩南部、多摩西部）の各圏域において、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター、区市町村障害者就労支援センター、特別支援学校、地元の商工団体、医療機関等が連携し、障害者一人一人の就労を支援します。
②　就労面の支援と生活面の支援の一体的な提供
　障害者が安心して一般就労にチャレンジし、企業等も安心して雇用に踏み切ることができるよう、障害者に身近な地域の就労支援機関が、障害者のライフステージを通じて継続的に支援していくことが重要です。就職者数の増加と共に、障害者が安心して働き続けられるよう、就職後の定着支援が課題となっています。

　東京都は、区市町村を実施主体として、職場開拓や就職準備、職場定着などの就労面の支援と、就労に伴う生活面の支援を一体的に提供する「区市町村障害者就労支援事業」を推進してきました。
[image: image82.png]


　区市町村障害者就労支援センターに、福祉施設への働きかけ等を通じた就労希望者の掘り起こしと企業等に障害者雇用への意識付けを行う「地域開拓促進コーディネーター」の設置を進め、障害者就業・生活支援センターによる広域的支援と連携して、福祉施設利用者が一般就労へ移行しやすい環境を整備します。また、区市町村障害者就労支援センターや地域開拓促進コーディネーターを未設置の区市町村には、複数の自治体による共同実施を含め、設置を促していきます。

③　障害者の雇用促進に向けた企業への支援

　一般就労を促進するためには、障害者雇用に対する企業の理解を深める必要があります。東京都は、障害者雇用のポイントについて普及啓発を進めるとともに、企業と障害者が直接交流する機会を提供します。

　また、障害者を雇用する企業や働く障害者に対する支援が必要とされているため、東京都は、職場環境の調整や作業能力向上に関する助言を行う「東京ジョブコーチ」の企業への派遣や、障害者が働き続けるために必要なスキルアップを図る訓練などを実施し、就職後の職場定着を図ります。

④　行政による雇用機会の提供
　東京都は、率先して、知的障害者や精神障害者が一般企業での就職に向けて業務経験を積む機会を確保するための「チャレンジ雇用」を実施します。また、区市町村による障害者雇用がさらに促進されるよう、その取組を支援していきます。
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区市町村障害者就労支援センター　設置区市町村数・登録者数の推移

設置区市町村数
　１８年度　32区市町村
　１９年度　37区市町村
　２０年度　43区市町村
　２１年度　45区市町村
　２２年度　47区市町村
登録者数
　１８年度　 5,478人

　１９年度　 7,485人

　２０年度　 9,649人

　２１年度　10,597人

　２２年度　12,988人
うち身体障害者
　１８年度　1,028人

　１９年度　1,319人

　２０年度　1,635人

　２１年度　1,662人

　２２年度　1,884人
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区市町村障害者就労支援センター　就職者数・継続支援者数の推移

就職者数
　１８年度　　731人

　１９年度　　953人

　２０年度　　980人

　２１年度　　989人

　２２年度　1,274人

うち身体障害者
　１８年度　 98人

　１９年度　113人

　２０年度　106人

　２１年度　131人

　２２年度　154人
継続支援者数
　１８年度　2,126人

　１９年度　2,232人

　２０年度　2,587人

　２１年度　3,266人

　２２年度　3,723人
＊　就職者数（実人数）は、重複認定者がいる場合は、障害別内訳の合計と一致しません。
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障害者就業・生活支援センター　設置かしょ数・登録者数・就職者数の推移

設置かしょ数
　１８年度　3か所

　１９年度　4か所

　２０年度　5か所

　２１年度　5か所

　２２年度　5か所

登録者数
　１８年度　346人

　１９年度　502人

　２０年度　668人

　２１年度　816人

　２２年度　950人

就職者数
　１８年度　 80人

　１９年度　166人

　２０年度　141人

　２１年度　127人

　２２年度　166人
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首都ＴＯＫＹＯ障害者就労支援行動宣言

  障害の有無にかかわらず、働く意欲のある人が、必要な支援を受け、いきいきと働けるＴＯＫＹＯの実現をめざします。

  東京都、経済団体、企業、労働、福祉、教育などの関係機関が連携し、障害のあるかたの雇用・就労の推進に取り組むことにより、だれもがともに働くことのできる社会を実現します。

（宣言１）社会全体で支援します！

　～障害者一人ひとりの雇用と就労～

（宣言２）就労移行を推進します！

　～福祉施設から企業へ～

（宣言３）雇用機会を拡大します！

　～障害特性に応じて～

（宣言４）ミスマッチを解消します！

　～「働きたい」と「雇いたい」～

　私たちは、東京都障害者就労支援協議会の策定したこの宣言に賛同し、次の指針に基づき行動します。

　平成２０年１１月

東京都

東京都教育委員会

東京都社会福祉協議会

東京労働局

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構　東京障害者職業センター

東京経営者協会

東京商工会議所

東京都中小企業団体中央会
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障害者雇用・就労推進ＴＯＫＹＯプラン（行動指針）

（視点１）地域で生涯にわたって安心して働ける

 行動 1 　地域の就労支援ネットワークを構築します。

 行動 2 　障害者のライフステージを通じた就労を支援します。

（視点２）職業に向けた準備へのバックアップ

 行動 3 　職業的自立を支援する職業教育を充実します。

 行動 4 　障害者ニーズ・企業ニーズに応じた職業訓練を実施します。

 行動 5 　企業等での訓練・実習の場を拡充します。

（視点３）「福祉施設から企業へ」向かう流れ

 行動 6 　福祉施設においてキャリアカウンセリングを実施します。

（視点４）福祉施設の事業者を支援

 行動 7 　福祉施設の従事者の人材育成を図ります。

 行動 8 　効果的な就労支援ツールを普及させます。

（視点５）精神障害者の就労促進にアタック

 行動 9 　精神障害者のグループ就労や医療連携の仕組み作り、職場復帰の支援に取り組みます。

 行動10 　「精神障害者ステップアップ雇用奨励金」を積極的に活用します。

（視点６）“ともに働く”意識の開拓

 行動11 　経営者へ障害者雇用の働きかけを推進します。

 行動12 　企業への障害者雇用の啓発活動を推進します。

 行動13 　「障害者雇用支援月間」｢障害者週間｣等でのＰＲを充実します。

 行動14 　障害者雇用好事例や職場で配慮すべき事項を紹介します。

（視点７）中小企業の障害者雇用をサポート

 行動15 　中小企業の雇用に向けた新たな仕組みを検討します。

 行動16 　中小企業に対する支援を強化します。

（視点８）法定雇用率達成を目指す

 行動17 　企業等への法定雇用率達成に向けた指導を強化します。

（視点９）公的機関も雇用拡大へチャレンジ

 行動18 　都庁でのチャレンジ雇用を拡充します。
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（視点10）「働きたい」と「雇いたい」をマッチング

 行動19 　「キャリア形成シート（個別移行支援計画を含む）」を就労支援機関、企業等に引き継ぎます。

 行動20 　ハローワーク・福祉施設・就労支援機関・企業が顔の見える関係を構築します。
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課題２　福祉施設における就労支援の充実・強化
ア　福祉施設を含む地域の就労支援体制の整備
　各福祉施設、特に就労移行支援を実施している事業所においては、ハローワーク、障害者職業センター、（公益財団法人）東京しごと財団等の労働関係機関との連携を図るとともに、区市町村障害者就労支援センターに配置されているコーディネーターとの協働を積極的に進め、一般就労への円滑な移行支援と安心して働き続けられるための支援体制を確保することが重要です。

　一方、増加傾向にある特別支援学校高等部卒業生のうち、福祉施設による支援を必要とする障害者のため、支援の量的な確保も図る必要があります。
　国の基本指針では、数値目標の指標として、平成26年度末において、福祉施設利用者の合計のうち２割以上が就労移行支援を利用するとともに、就労継続支援（Ａ型及びＢ型）利用者の合計のうち３割以上が就労継続支援Ａ型を利用することを目指す、とされています。

＊　就労移行支援：一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う事業です。

＊　就労継続支援：一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う事業で、Ａ型（雇用型）とＢ型があります。

　しかし、東京都においては、これまでの実績、地域の実情、他の就労支援施策との関係などを踏まえて、利用者数を見込む必要があります。東京都は、一般就労に向けた支援を必要とする人のほか、就労継続支援Ｂ型や生活介護等による支援を必要とする人を含めて、障害者の多様なニーズを適切に把握し、必要なサービス量と利用者サービス水準の確保を図るため、区市町村の取組を支援します。
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　各サービスの利用者数については、住民に最も身近な各区市町村が、地域のニーズを踏まえて設定した見込量を集計したものを基本として、引き続き地域生活基盤の整備を進める観点から区市町村との調整を図りながら、必要見込量を定めています。
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イ　福祉施設における工賃の向上
　福祉施設の利用者の中には、通常の企業就労に適応することが困難な障害者も多くいます。しかし、こうした利用者が従事している作業による工賃収入は低い水準にとどまっており、地域での自立生活や将来の生活設計を展望することが困難な状況にあります。
　東京都は、福祉施設で働く障害者が、働くことの喜びや達成感を得ながら、地域で自立した生活を実現できるよう、就労支援に取り組む福祉施設に経営努力を促すとともに、関係機関・団体及び区市町村等と共に、都内の福祉施設の工賃水準の向上を目指します。そのため、工賃向上計画を作成し、以下のような取組を進めます。

　福祉施設における生産性を向上させるための設備投資に対する助成を行います。

　地域のネットワークを活用した共同受注、共同商品開発、販路拡大を行う「作業所とう経営ネットワーク支援事業」や、福祉施設の経営の強化充実を目的とする「経営コンサルタント派遣とう事業」などに区市町村が積極的に取り組むよう、「障害者施策推進区市町村包括補助事業」により支援します。

　福祉施設を対象として工賃引き上げのための研修を行う「工賃アップセミナー事業」を実施することにより、施設職員の経営意識と利用者のモチベーションを高め、工賃向上に向けた気運の醸成を図ります。

　地方自治法施行令の規定に基づく福祉施設からの物品及び役務の調達に積極的に取り組むなど、福祉施設からの調達を一層積極的に行います。
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施策目標４　バリアフリー社会の実現

課題１　ユニバーサルデザインの普及による福祉のまちづくり推進

　東京都は、平成7年に福祉のまちづくり条例を制定し、その後、共同住宅など対象施設の拡大や、基準面積の引下げによる届出対象施設の拡大等を行ってきました。

　また、ハートビル法（高齢者、身体障害者とうが円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律）に基づき、平成16年７月に、「高齢者、身体障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例」（通称：ハートビル条例）を制定し、法律で定めるバリアフリー化の義務対象建築物に学校、社会福祉施設等を加えるなどの東京都独自の対象拡大や整備基準の強化により、建築物等のバリアフリー化を推進してきました。

　平成18年６月に、従来のハートビル法と交通バリアフリー法を統合したバリアフリー新法（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律）が成立し、同法による総合的・一体的なバリアフリー化の推進が展開されることとなったことを踏まえ、東京都は、ハートビル条例を改正し、「高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例」（通称：建築物バリアフリー条例）としました。

　こうしたバリアフリー化の進展の中、平成21年、「ユニバーサルデザインの考え方を明確に位置付けることにより、高齢者や障害者を含めたすべての人が安全、安心、快適に暮らし、訪れることができるまちづくりの推進を目指すべき」という東京都福祉のまちづくり推進協議会の提言を受け、福祉のまちづくり条例を改正するとともに「東京都福祉のまちづくり推進計画」を策定しました。
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　福祉のまちづくり条例では、ユニバーサルデザインを基本理念として掲げ、物販、飲食、サービス業など都民が日常生活でよく利用する施設における届出義務の対象を拡大しました。

　また、福祉のまちづくり推進計画では、ユニバーサルデザインの視点に立ったまちづくりを総合的に進めるため、快適な移動を支える整備、身近な建築物のバリアフリー化、わかりやすい情報提供などの施策を重点的な取組として位置づけました。

　東京都では、こうした条例や計画に基づき、鉄道駅へのエレベーター設置や、乗り合いバス車両のノンステップ化の促進、区市町村を主体とするユニバーサルデザインの視点に立ったまちづくりの支援などに取り組んできましたが、引き続き、福祉のまちづくりの仕組みづくりと普及啓発、バリアフリー化促進などに取り組む区市町村を支援するとともに、必要な駅すべてについて駅ホームの転落防止対策などを促進し、身近な地域における福祉のまちづくりの基盤整備に取り組んでいきます。

　東京都は、「東京都障害者計画」と「東京都福祉のまちづくり推進計画」の連携を相互に図りながら、できるだけ多くの人が公共施設等を円滑に利用できるよう、今後とも、利用者本位の考え方に立って検討、整備をするハード・ソフトの取組を両面から支援し、福祉のまちづくりを推進していきます。
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課題２　心のバリアフリーの推進

　「すべての都民が共に暮らす地域社会」を実現するためには、障害があることによる困難や生きにくさについて、都民一人一人が自らの身近な問題として考え、「障害は特別な、ごく一部の人の問題であって、障害のない自分にはとても理解できない」といった意識上の壁を取り除くことが重要です。

　この意識上の壁を取り除くためには、それぞれの障害特性と障害者本人の状況に応じたコミュニケーションや移動の円滑化を図ることにより、障害のある人とない人が、学校・職場や地域社会で出会い、様々な機会に、自然に交流し、たとえ障害があっても、周囲の人々の何らかの配慮や支援があれば、街なかで暮らし、一般の職場で働けることを都民が理解することが大切です。

　東京都は、毎年12月の障害者週間に際して、障害に関するシンボルマークを紹介するとともに都民の理解と協力を呼びかけるポスターを作成し、公共交通機関、公共施設、学校等に配布しており、「全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会」の実現に向けて、思いやりと譲り合いの気持ちをもって、誰もが気持ちよく公共交通機関や公共施設等を利用できるようになることが望まれます。
　また、障害者週間に限らず、スポーツ・文化芸術活動など多様な機会を捉えて、障害理解のための啓発活動や広報活動を推進するとともに、学校教育を通じて心のバリアフリーの実現を目指します。
　東京都は、東京都障害者スポーツ大会の開催を通じて、障害者スポーツの振興と、障害者のスポーツを通じた社会参加を促進するとともに、全国障害者スポーツ大会などへ選手を派遣しています。
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　平成25年には、東京都で、「第68回国民体育大会」と「第13回全国障害者スポーツ大会」を一つの祭典「スポーツさい東京２０１３」として開催します。障害のある選手が、競技等を通じてスポーツの楽しさを体験するとともに、国民の障害に対する理解を深め、障害者の社会参加を推進します。

　さらに、東京都は、２０２０年オリンピック・パラリンピック競技大会の招致活動を通じて、障害者スポーツの振興と、障害者のスポーツを通じた社会参加を促進します。

　こうした取組に加え、障害者スポーツの振興については、平成24年３月に策定した「東京都障害者スポーツ振興計画」に基づき、地域での環境整備を重点に据えながら、情報発信･普及啓発や、障害者スポーツへの取組体制の強化も着実に推進していきます。

　東京都は、引き続き、様々な機会を捉えて、障害者及び家族のニーズや施策への要望を聴取し、実態の把握に努めるとともに、居住の場の確保など地域生活を進める際の課題を踏まえ、啓発・広報に努めていきます。
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スポーツさい東京２０１３について

　スポーツさい東京２０１３は、第68回国民体育大会と第13回全国障害者スポーツ大会を、スポーツの夢と感動を伝えるひとつの祭典として開催するものです。

　東京都における国民体育大会（国体）本大会の開催は、昭和34年の第14回大会以来、54年ぶり３回目、全国障害者スポーツ大会は初めての開催となります。
大会概要（平成24年2月21日現在）

　会場地区市町村　62区市町村（都内全区市町村）及び都外３市町（埼玉県長瀞町、千葉県印西市、福島県郡山市）

　開・閉会式　味の素スタジアム

第13回全国障害者スポーツ大会
　会期　平成25年10月12日～14日
　実施競技　正式競技：13競技、オープン競技：17競技
　参加者数　約5,500人（選手・役員）
第68回国民体育大会　冬季大会

　会期　平成25年1月26日～2月1日
　実施競技　正式競技：２競技　※スキー競技は秋田県が開催
　参加者数　約1,400人（選手・監督）
第68回国民体育大会　本大会

　会期　平成25年9月28日～10月８日

　実施競技　正式競技：37競技、公開競技：３競技、デモンストレーションとしてのスポーツ行事：57行事

　参加者数　約22,000人（選手・監督）
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「障害に関するシンボルマーク」を知っていますか？
　障害に関するシンボルマークは、国際的に定められたものや法律に基づいているもののほか、障害者団体が独自に提唱しているものもあります。そのうち、代表的なものを紹介します。
　各マークの詳細・使用方法等は各関係団体にお問い合わせください
障害者のための国際シンボルマーク

　障害のあるかたが利用しやすい建築物や公共輸送機関であることを示す、世界共通のマークです。車いすを利用するかただけでなく、障害のあるすべてのかたのためのマークです。
　公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会

　電話03-5273-0601

　FAX 03-5273-1523
盲人のための国際シンボルマーク

　世界盲人連合で1984年に制定された世界共通のマークで、視覚障害者の安全やバリアフリーに考慮された建物・設備・機器などにつけられています。信号や音声案内装置、国際点字郵便物、書籍、印刷物などに使用されています。

　社会福祉法人日本盲人福祉委員会

　電話03-5291-7885

　FAX 03-5291-7886
身体障害者標識（身体障害者マーク）

　肢体不自由であることを理由に運転免許に条件を付されたかたが車に表示するマークです。やむを得ない場合を除き、このマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

　各警察署
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聴覚障害者標識（聴覚障害者マーク）

　政令で定める程度の聴覚障害のあることを理由に運転免許に条件を付されたかたが車に表示するマークです。やむを得ない場合を除き、このマークをつけた車に幅寄せや割り込みを行った場合には、道路交通法違反となります。

　各警察署

耳マーク

　聴覚に障害があることを示し、コミュニケーション方法に配慮を求める場合などに使用されているマークです。また、自治体、病院、銀行などが、聴覚障害者に援助をすることを示すマークとしても使用されています。

　社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会

　FAX 03-3354-0046

　E-mail:zennancho@zennancho.or.jp
ほじょけんマーク

　身体障害者補助けん法に基づき認定された補助けん（盲導犬・介助けん・聴導犬）を受け入れる店の入口などに貼るマークです。不特定多数のかたが利用する施設（デパートや飲食店など）では、補助けんの受け入れが義務付けられています。

　東京都福祉保健局障害者施策推進部自立生活支援課

　電話03-5320-4147

　FAX 03-5388-1408
オストメイトマーク

　オストメイト（人工肛門・人工膀胱をぞうせつしたかた）を示すシンボルマークです。オストメイト対応のトイレ等の設備があることを示す場合などに使用されています。

　公益社団法人日本オストミー協会

　電話03-5670-7681

　FAX 03-5670-7682
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ハート・プラスマーク

　内臓に障害のあるかたを表しています。心臓疾患などの内部障害・内臓疾患は外見からは分かりにくいため、様々な誤解を受けることがあります。そのようなかたの存在を視覚的に示し、理解と協力を広げるために作られたマークです。

　特定非営利活動法人ハート・プラスの会

　ホームページアドレス　http://www.normanet.ne.jp/~h-plus/
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施策目標５　サービスを担う人材の養成・確保
　東京都は、利用者に身近な地域で、障害福祉サービスや相談支援事業が十分に供給されるよう、多様な事業者の参入を促すとともに、サービスの質の向上に資する人材の養成・育成に取り組みます。
　サービスの直接の担い手である介護従事者等については、「障害者（じ）ホームヘルパー養成研修事業」等を通じて、今後の需要に的確に対応できるよう、着実に養成を図ります。
　平成24年４月から、在宅等の介護現場において提供される介護サービスの質的向上を目指すとともに、在宅等での生活の継続を可能とするため、社会福祉士及び介護福祉士法が一部改正され、一定の研修を修了した介護職員等は、医師の指示、看護師等との連携のもと、たんの吸引と経管栄養の実施が認められることとなりました。法改正に対応し、在宅及び施設におけるサービスの質の向上を図るため、介護職員等を対象としてたんの吸引等に関する研修を実施します。
　相談支援については、相談支援専門員を育成し着実に量的拡大を図るとともに、質についても確保し、相談支援体制の充実を図ります。多様な障害特性やライフステージに応じた専門的な支援ができる人材の育成・確保の視点が不可欠となっています。

　権利擁護については、障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律）の平成24年10月施行に向けて、通報に対して迅速かつ的確に対応できる人材の育成のための研修を実施します。

　重症心身障害児施設の看護師については、施設の入所支援機能の充実のため、研修や資格取得の機会を提供するとともに、勤務環境の改善及び募集対策の充実に取り組むことにより、確保・定着を図ります。
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　サービスの質を維持・向上させるため、福祉施設職員、グループホーム世話人、就労支援機関職員など民間の社会福祉事業や保健・医療の事業の従事者、行政機関職員等に対して、利用者本位のサービス・支援の提供に資する研修を実施していきます。
　さらに、障害福祉サービスという仕事の意義や重要性について、都民やこれから仕事に就こうとする人の理解を深めることができるよう、積極的な啓発を行っていきます。
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第３章　障害者施策の総合的展開

第１節　障害者施策の目標と取組の体系

　施策目標１　地域における自立生活を支える仕組みづくり

　　取組１　地域生活を支えるサービス基盤の整備

取組２　相談支援体制等の整備

取組３　地域生活への移行促進と地域での居住の安定の確保

取組４　保健・医療サービスの充実

取組５　地域生活の安心・安全の確保

　施策目標２　社会で生きる力を高める支援
　　取組１　自立と社会参加を支える施策の充実

取組２　スポーツ・文化芸術・学習・交流活動の推進

　施策目標３　当たり前に働ける社会の実現

　　取組１　働く意欲や力量を高める支援の充実・強化

取組２　一般就労の機会を拡大する仕組みづくり

取組３　安心して働き続けるための支援体制の整備

取組４　福祉施設における就労支援の取組の強化

　施策目標４　バリアフリー社会の実現
　　取組１　福祉のまちづくりの推進

取組２　情報面のバリアフリー

取組３　制度面のバリアフリー

取組４　心のバリアフリー

　施策目標５　サービスを担う人材の養成・確保
　　取組　　人材の養成・確保
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第２節　具体的施策の体系

【凡例】

　事業番号の前に付している記号等の意味は以下のとおり

　☆ ＝ 平成２３年度新規事業　（一部新規事業を含む。）

　★ ＝ 平成２４年度新規事業　（一部新規事業を含む。）

施策目標１　地域における自立生活を支える仕組みづくり

取組１　地域生活を支えるサービス基盤の整備

(1) 在宅生活を支えるサービスの充実

１　訪問系サービス（ホームヘルプサービス等）の充実

２　短期入所事業（ショートステイ）の充実

(2) 日中活動の場の整備

３　日中活動の場（通所施設等）の整備・運営の支援

(3) 地域居住の場の整備

４　グループホーム・ケアホームの整備・運営の支援

５　重度身体障害者グループホームの運営の支援

(4) 用地の確保

★　　　６　定期借地権の一時金に対する補助

７　都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業

(5) コミュニケーション支援・移動支援等

８　聴覚障害者への情報支援のための人材養成

９　盲ろう者通訳・介助者の派遣及び養成

１０　盲ろう者支援センター事業

１１　視覚障害者ガイドセンターの運営

１２　点訳・朗読奉仕員指導者等養成事業

１３　音声機能障害者発声訓練指導者養成事業

１４　身体障害者補助けん給付事業
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取組２　相談支援体制等の整備

(1) 専門的・広域的な相談支援体制の整備

１５　東京都心身障害者福祉センターの機能の充実
１６　都立（総合）精神保健福祉センターの機能の充実

１７　東京都自立支援協議会

１８　東京都発達障害者支援センターの運営

１９　高次脳機能障害支援普及事業

２０　障害児等療育支援事業

２１　児童相談所の機能の充実

２２　保健所の機能の充実

２３　夜間こころの電話相談事業

２４　障害者社会参加推進センター事業

２５　障害者ＩＴ支援総合基盤整備事業

(2) 地域における相談支援体制の整備

２６　相談支援従事者研修

２７　発達障害者支援体制整備推進事業

２８　区市町村発達障害者支援体制整備推進事業

２９　区市町村高次脳機能障害者支援促進事業

３０　高次脳機能障害者緊急相談支援事業
３１　精神障害者社会復帰支援事業

(3) 地域における権利擁護体制の整備とサービスの質の向上

☆　　３２　障害者虐待防止対策支援事業

３３　福祉サービス総合支援事業

３４　成年後見活用あんしん生活創造事業

３５　日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の実施

３６　福祉サービス第三者評価の普及

(4) 福祉的な支援を必要とする矯正施設退所予定者に対する社会復帰支援

☆　　３７　地域生活定着支援事業
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取組３　地域生活への移行促進と地域での居住の安定の確保

(1) 入所施設・病院から地域生活への移行の促進

３８　地域生活支援型入所施設の整備

★　　３９　障害者地域生活移行普及啓発事業

★　　４0　障害者地域生活移行・定着化支援事業

★　　41　障害者グループホーム等利用者単身生活移行モデル事業

★　　42　精神障害者地域移行体制整備支援事業

(2) 地域居住の場の整備及び一般住宅の確保

（4）　グループホーム・ケアホームの整備・運営の支援（再掲）

　　43　障害者向け都営住宅の供給

　　44　都営住宅への入居支援

45　区市町村における障害者等向け公営住宅の供給助成

46　都営住宅の障害者向け設備改善

(3) 居住の安定のための支援体制の整備
47　障害者単身生活サポート事業

48　あんしん居住制度

49　民生・児童委員による地域生活の見守り
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取組４　保健・医療サービスの充実

(1) 精神科医療サービス提供体制の整備

★　　50　地域における精神科医療提供体制の整備

51　精神科救急医療体制の整備

52　精神科しんたい合併症医療体制の整備

53　老人性認知症専門病棟運営費補助事業

54　都立病院における精神科医療体制の整備・運営

55　子供の心診療支援拠点病院事業

(2) 重症心身障害児（しゃ）の療育体制の整備

56　重症心身障害児在宅療育支援事業

57　障害児（しゃ）ショートステイ事業（受入促進員配置）

58　重症心身障害児通所委託（受入促進員配置）

★　　59　重症心身障害児通所運営費補助

60　重症心身障害児施設における看護師確保緊急対策事業

61　北療育医療センターじょうほく分園の改築

62　府中療育センターの改築

(3) 障害の早期発見・早期療育の推進

63　周産期医療システムの整備

64　身体障害児療育相談等

(4) リハビリテーション医療体制の整備

65　東京都リハビリテーション病院の運営
66　地域リハビリテーション支援事業

(5) 障害者歯科保健医療体制の整備

☆　　67　障害者歯科健康相談・支援

68　心身障害児（しゃ）歯科診療施設の確保

69　都立心身障害者口腔保健センターの運営

(6) 難病患者療養支援体制の整備

70　難病患者療養支援事業

71　在宅難病患者医療機器貸与・整備

　72　在宅人工呼吸器使用難病患者訪問看護
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73　難病患者等ホームヘルプサービス事業

74　在宅難病患者訪問診療

75　難病相談・支援センターの運営

(7) ＨＩＶ感染者への医療の確保と支援

76　エイズ診療体制の整備

77　療養支援体制の整備

(8) 医療費公費負担・助成制度の充実

78　心身障害者（じ）医療費助成制度

79　精神障害者等医療費公費負担

80　特殊疾病（難病）医療費の公費負担

81　小児慢性疾患の医療費助成
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取組５　地域生活の安心・安全の確保

(1) 地域における安心・安全体制の確保

82　住宅防火対策の推進

83　災害時要援護者対応を取り入れた防火防災訓練の推進

84　防火防災訓練用資器材の活用

85　教育訓練施設の充実

86　重度身体障害者等緊急通報システムの整備

87　重度心身障害者火災安全システムの整備

　88　災害時要援護者対策の推進

89　「災害時要援護者防災行動マニュアルへの指針」等の作成・普及

★　　90　ヘルプカードの普及促進

91　特別支援学校における被害防止教室等

(2) 社会福祉施設等の安全対策の充実

92　直接通報システムの整備

93　社会福祉施設の防火防災管理体制の充実

94　社会福祉施設等と地域の協力体制の整備

95　社会福祉施設等耐震化促進事業

☆　　96　社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業

97　グループホーム等防火設備整備助成事業

(3) 災害時等における救出・救護体制の整備

98　緊急メール通報システムの整備

99　メンタルヘルスケア体制の確保
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施策目標２　社会で生きる力を高める支援

取組１　自立と社会参加を支える施策の充実

(1) 乳幼児期における保育・早期教育の充実

100　障害児保育事業への助成

101　早期教育の充実（都立聴覚障害特別支援学校における教育相談の充実）

(2) 義務教育・後期中等教育段階における教育条件の整備

102　就学相談の充実（東京都特別支援教育推進室）

103　特別支援学校の整備

★　104　小・中学校における発達障害の児童・生徒に対する新たな特別支援教育推進体制

★　105　都立こうとう学校等における特別支援教育推進体制の充実

106　知的障害が軽い生徒を対象とした高等部職業学科の設置

107　高等学校等への受入れ体制の整備

108　区市町村との連携体制の構築

109　健康教育の充実

110　肢体不自由特別支援学校における医療的ケア整備事業の充実

111　都立特別支援学校学校における外部人材の導入

112　摂食・嚥下機能の障害に応じた給食の提供

113　東京都教職員研修センターの機能の充実

114　学校教育における実践研究等の推進

115　特別支援教育の理解啓発の推進

116　私立特別支援学校等における障害児教育への助成

117　私立専修学校高等課程における障害児（しゃ）教育への助成

118　私立学校における学校施設のバリアフリー化への支援

119　学童クラブ事業への助成

(3) 特別支援学校における進路指導・職業教育の充実

120　都立特別支援学校における就労支援

(4) 公立大学法人首都大学東京の整備・充実

121　入学試験受験条件の整備・充実
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122　学修環境の充実

123　人的サービスの充実

取組２　スポーツ・文化芸術・学習・交流活動の推進

124　障害者スポーツセンターの運営

125　第13回全国障害者スポーツ大会の開催

126　障害者スポーツの振興

127　文化芸術活動の推進

128　都立図書館サービス事業の充実

129　東京都特別支援学校総合文化祭の実施

130　社会教育施設（ユース・プラザ）における交流事業

[image: image111.png]


施策目標３　当たり前に働ける社会の実現

取組１　働く意欲や力量を高める支援の充実・強化

(1) 職業能力開発施設の機能の充実

131　東京障害者職業能力開発校の充実

132　総合コーディネート事業

133　障害者職業訓練の地域展開

(2) 多様な職業訓練・職場実習の機会の提供

134　障害者委託訓練コースの拡充

135　都庁内での職場実習の機会の提供

★　136　企業見学コーディネート事業

137　企業就労意欲促進事業

138　離職障害者職場実習事業

139　精神障害者社会適応訓練事業

取組２　一般就労の機会を拡大する仕組みづくり

(1) 多様な雇用・就労の場の確保

140　東京都障害者就労支援協議会

141　障害者の就業促進に関する意識啓発等

142　第三セクター方式による重度障害者雇用モデル企業の育成

143　東京ジョブコーチ支援事業

144　東京都中小企業障害者雇用支援助成金

☆　145　オーダーメイド型障害者雇用サポート事業

146　障害者による地域緑化推進事業

☆　147　障害者施設における若年障害者の雇用促進事業

(2) 都における障害者雇用の促進

148　障害者雇用率３％の確保

149　雇用にチャレンジ事業

(3) 自営業・在宅就労の支援

150　重度身体障害者在宅パソコン講習事業
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取組３　安心して働き続けるための支援体制の整備

就労面と生活面の一体的支援の提供

151　区市町村障害者就労支援事業

152　障害者就業・生活支援センター事業

153　就労支援体制レベルアップ事業（従事者研修）

取組４　福祉施設における就労支援の取組の強化

154　作業所とう経営ネットワーク支援事業

155　経営コンサルタント派遣とう事業

156　工賃アップセミナー事業

（3）　日中活動の場（通所施設等）の整備・運営の支援（再掲）
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施策目標４　バリアフリー社会の実現

取組１　福祉のまちづくりの推進

(1) 福祉のまちづくりの総合的推進

157　市街地再開発事業等における福祉のまちづくりの推進

158　バリアフリー法に基づく認定

159　既存建築物改善事例集の活用

160　ユニバーサルデザイン整備促進事業

161　スポーツさい東京２０１３競技会場及び周辺のユニバーサルデザイン化推進

（107）　高等学校等への受入れ体制の整備（再掲）

（118）　私立学校における学校施設のバリアフリー化への支援（再掲）

(2) 住宅の整備


162　既設都営住宅のバリアフリー化（エレベーター設置事業）の推進

163　既設都営住宅のスーパーリフォーム

164　都営住宅団地のたてかえに伴う地域開発整備

(3) 道路の整備

165　安全で快適な歩道の整備・特定道路のバリアフリー化

166　横断歩道橋のバリアフリー化

167　高齢者・障害者ドライバーに配慮した道路等の整備　

168　無電柱化の推進

169　視覚障害者誘導用ブロック等の設置

170　路上放置物等の是正指導、広報

171　視覚障害者用信号機・エスコートゾーンの設置・改善

172　道路標識の整備

(4) 公園、河川等の整備

173　海上公園における障害者向け配慮

174　河川整備に合わせたバリアフリー化等の推進

175　都立公園の整備

(5) 公共交通機関の整備

176　都営交通機関（地下鉄・バス）の施設・設備の整備
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177　鉄道駅エレベーター等整備事業

178　だれにも乗り降りしやすいバス整備事業

取組２　情報面のバリアフリー

情報提供体制の整備

179　障害者向け都政情報の提供

180　福祉保健局ホームページにおける情報提供

181　音声コードに関するマニュアルの作成・普及

182　「消費生活情報」の提供

183　字幕入映像ライブラリー事業

184　視覚障害者用図書の製作及び貸出

185　点字による即時情報ネットワーク

186　点字録音刊行物の作成及び配布

187　「手話交番」の表示板の設置

取組３　制度面のバリアフリー

188　東京都職員採用試験制度

189　公職選挙実施に伴う障害者への配慮

190　駐車禁止規制の適用除外措置

取組４　心のバリアフリー

(1) 障害の理解のための啓発・教育の推進、広報活動の充実

191　ふれあいフェスティバルの開催

192　障害に関するシンボルマークの周知・普及

193　精神保健知識の普及・啓発

194　福祉教育の充実

195　広報活動の充実

（115）　特別支援教育の理解啓発の推進（再掲）

(2) 障害者に関する調査・研究、広聴

196　障害者に関する調査の実施
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197　首都大学東京における社会福祉学の研究・教育

198　広聴活動の充実
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施策目標５　サービスを担う人材の養成・確保

取組　人材の養成・確保

(1) 人材養成機関の運営

199　首都大学東京健康福祉学部の運営

(2) 福祉人材センターの運営

200　福祉人材センターの運営

(3) 人材の養成・確保、修学支援、研修の充実

201　ホームヘルパー養成研修事業

202　難病患者ホームヘルパー養成研修

203　ガイドヘルパー養成研修事業

204　介護福祉士等修学資金の貸与

205　職業能力開発センターにおける介護従事者等の養成

☆　206　介護職員等によるたんの吸引等のための研修事業

207　サービス管理責任者研修

208　障害程度区分認定調査員等研修

209　研修の充実

（8）　聴覚障害者への情報支援のための人材養成（再掲）

（9）　盲ろう者通訳・介助者の派遣及び養成（再掲）

（12）　点訳・朗読奉仕員指導者等養成事業（再掲）

（13）　音声機能障害者発声訓練指導者養成事業（再掲）

（25）　障害者ＩＴ支援総合基盤整備事業（再掲）

（26）　相談支援従事者研修（再掲）

☆　（32）　障害者虐待防止対策支援事業（再掲）

（60）　重症心身障害児施設における看護師確保緊急対策事業（再掲）

（153）　就労支援体制レベルアップ事業（従事者研修）（再掲）

多様な取組への活用が可能な事業

210　区市町村地域生活支援事業

211　障害者施策推進区市町村包括補助事業
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資料

東京都障害者施策推進協議会審議経過

【委嘱期間：平成23年7月14日から平成25年7月13日】

平成23年7月14日　第１回総会

　・審議事項について

　・専門部会の設置、審議日程について

　・「東京都障害者計画・第２期東京都障害福祉計画」の実施状況

　・第３期障害福祉計画の策定に向けた東京都の基本的考え方（骨子案）

平成23年7月25日　第１回専門部会

　・地域におけるサービス提供体制の整備について

　・第３期障害福祉計画の策定に向けた東京都の基本的考え方（骨子案）

平成23年8月29日　第２回専門部会

　・地域生活移行の取組状況について

平成23年9月13日　第３回専門部会

　・就労支援策の取組状況について

平成23年11月4日　第４回専門部会

　・論点整理

平成23年12月14日　第５回専門部会

　・論点整理（提言素案について）

　・障害者福祉以外の分野について

平成24年1月27日　第６回専門部会（拡大専門部会）

　・提言案について

平成24年2月2日　第２回総会

　・提言案について
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東京都障害者施策推進協議会　委員名簿

　　いしかわ　まさみ　千代田区長

　　いとう　よしなお　東京都精神保健福祉民間団体協議会運営委員長

　　おがわ　のりこ　弁護士

◎副部会長　おがわ　ひろし　大妻女子大学人間関係学部人間福祉学科学科長

◎副部会長　おざわ　あつし　筑波大学大学院人間総合科学研究科教授

◎　きたざわ　きよし　 (福)東京都知的障害者育成会参与

　　くらた　きよこ　東京都立東大和療育センター院長

　　さかぐち　こうじ　西東京市長

　　さかもと　よしじ　檜原村長

◎　ささがわ　よしひこ　(社)東京都盲人福祉協会会長

副会長
たかはし　ぎへい　東洋大学ライフデザイン学部学部長

会長　たかはし　ひろし　国際医療福祉大学大学院医療福祉学分野教授

　　ひらかわ　ひろゆき　(社)東京都医師会理事

◎　ふるた　じゅんこ　公募委員

◎専門部会長
まつや　かつひろ　目白大学客員教授

◎　みね　ゆみ　公募委員

　　みやざわ　いさむ　(社)東京都身体障害者団体連合会会長

◎　みやもと　いちろう　(社)東京都聴覚障害者連盟理事長

　　やまざき　かずお　(社)東京都歯科医師会副会長

　　やまだ　ゆうひ　(社)東京精神科病院協会副会長

◎・・・専門部会委員
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東京都障害者施策推進協議会　専門委員名簿

◎　いわき　せつこ　東京都重症心身障害児(しゃ)を守る会会長

◎　おおつか　あきら　上智大学総合人間科学部社会福祉学科教授

◎　こがねざわ　まさじ　東京都精神障害者団体連合会相談役

◎　さそう　よしお　(福)原町成年寮　地域生活援助センター所長

◎　なかにし　しょうじ　(特非)DPI日本会議常任委員

◎　はしもと　ゆたか　(福)東京都知的障害者育成会本人部会副代表

◎　ふなき　かつお　障害者と家族の生活と権利を守る都民連絡会事務局次長

◎　みずの　まさふみ　東邦大学医学部精神神経医学講座教授

◎　みやもと　めぐみ　(福)めぐはうす　地域生活支援センターＭＯＴＡ施設長

◎　やました　のぞみ　(福)南風会　青梅学園統括施設長

◎・・・専門部会委員

[image: image120.png]


東京都障害者施策推進協議会条例

昭和４７年３月３１日条例第２９号

（設置）

第１条　東京都における障害者のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、知事の附属機関として、東京都障害者施策推進協議会（以下「協議会」という。）を置く。

２　協議会は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第３６条第１項の規定に基づく審議会その他の合議制の機関とする。

（所掌事項）

第２条　協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。

（１）法第１１条第２項に規定する都道府県障害者計画に関し、同条第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）に規定する事項を処理すること。

（２）障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。

（３）障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議すること。

２　協議会は、前項に規定する事項に関し、知事に意見を述べることができる。

（組織）

第３条　協議会は、関係行政機関の職員、学識経験のある者、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者及び東京都の職員のうちから、知事が任命し、又は委嘱する委員２０人以内をもつて組織する。

（委員の任期）

第４条　委員の任期は、２年とする。

２　補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
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（会長の設置及び権限）

第５条　協議会に会長を置き、会長は、委員が互選する。

２　会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３　会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。

（招集）

第６条　協議会は、会長が招集する。

（専門委員）

第７条　協議会に、専門の事項を調査するため必要があるときは、専門委員を置くことができる。

２　専門委員は、学識経験のある者、障害者及び障害者の福祉に関する事業に従事する者のうちから、知事が委嘱する。

３　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されたものとする。

（定足数及び表決数）

第８条　協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。

２　協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（委任）

第９条　この条例の施行について必要な事項は、東京都規則で定める。

　附則（抄）

この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。
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障害福祉計画に係る法令の根拠

　東京都障害福祉計画は、障害者自立支援法第89条第１項の規定に基づいて策定する計画であり、同条第２項の規定に掲げられた事項を定めたものです。

第89条第１項　都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「都道府県障害福祉計画」という。）を定めるものとする。

第89条第２項　都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

　一　当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

　二　前号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は指定地域相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のための方策

　三　第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援に従事する者の確保又は資質の向上のために講ずる措置に関する事項

　四　各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数

　五　指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置に関する事項

　六　地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項

　七　その他障害福祉サービス、相談支援及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の確保に関し必要な事項
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　上記のほか、障害者自立支援法第87条第１項の規定に基づく基本指針（「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」、平成18年６月26日厚生労働省告示第395号、最終改正：平成23年12月27日厚生労働省告示第478号）では、以下の事項を定めるものとしています。

○　障害福祉計画に係る法令の根拠、趣旨、基本的理念等

○　平成26年度の数値目標の設定

　・　福祉施設の入所者の地域生活への移行

　・　入院中の精神障害者の地域生活への移行

　・　福祉施設から一般就労への移行等

○　区域の設定

○　計画の期間及び見直しの時期

○　計画の達成状況の点検及び評価
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基本指針　第二・一・２　平成26年度の数値目標の設定

㈠　福祉施設の入所者の地域生活への移行
　地域生活への移行を進める観点から、平成17年10月1日時点において、福祉施設に入所している障害者（以下「施設入所者」という。）のうち、今後、自立訓練事業等を利用し、グループホーム、ケアホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、平成26年度末における地域生活に移行する者の数値目標を設定する。当該数値目標の設定に当たっては、平成17年10月1日時点の施設入所者数の３割以上が地域生活へ移行することとするとともに、これにあわせて平成26年度末の施設入所者数を平成17年10月1日時点の施設入所者数から１割以上削減することを基本とする。

　なお、施設入所者数の設定に当たっては、新たに施設へ入所する者の数は、ケアホーム等での対応が困難な者等、施設入所が真に必要と判断される者の数を踏まえて設定すべきものであることに留意する必要がある。また、整備法による改正前の児童福祉法（昭和22年法律第164号）に規定する指定知的障害児施設等（以下「旧指定施設とう」という。）に入所していた者（18歳以上の者に限る。）であって、整備法による改正後の法に基づく指定障害者支援施設等の指定を受けた当該旧指定施設等に引き続き入所しているもの（以下「継続入所者」という。）のかずを除いて設定するものとする。
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㈡　入院中の精神障害者の地域生活への移行
　精神科病院からの退院、地域移行を促進し、社会的入院の解消を更に進めていくため、都道府県は、平成24年度から平成26年度までの入院中の精神障害者の退院に関する目標値として、１年未満入院者の平均退院率（ある月から連続した12月の各月ごとに、当該ある月に入院した者のうちそれぞれ当該各月までに退院した者の総数を当該ある月に入院した者の数で除した数を算出し、その合計を12で除したものをいう。以下同じ。）の目標値及び高齢長期退院者数（退院者のうち、65歳以上であって、５年以上入院していた者の数をいう。以下同じ。）に関する目標値を設定する。

　目標値の設定に当たっては、１年未満入院者の平均退院率については、平成26年度における１年未満入院者の平均退院率を平成20年6月30日の調査時点から７パーセント相当分増加させることを指標とする。また、高齢長期退院者数については、平成26年度における高齢長期退院者数を直近の数から２割増加させることを指標とする。

　また、これと併せ、医療計画（医療法（昭和23年法律第205号）第30条の３第１項に規定する医療計画をいう。以下同じ。）における基準病床数の見直しを進める。
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㈢　福祉施設から一般就労への移行等
　福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成26年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定する。目標の設定に当たっては、平成17年度の一般就労への移行実績の４倍以上とすることが望ましい。また、福祉施設における就労支援を強化する観点から、平成26年度末における福祉施設の利用者のうち２割以上の者が就労移行支援事業を利用するとともに、平成26年度末における就労継続支援事業の利用者のうち３割以上の者が就労継続支援（Ａ型）事業を利用することを目指す。なお、利用者数については、継続入所者の数を除いて設定するものとする。

　これらの数値目標を達成するため、市町村及び都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局、教育委員会等の教育担当部局、都道府県労働局等の関係機関との連携体制を整備することが必要である。

　その際、都道府県ごとに、就労支援の関係者からなる障害者雇用支援合同会議を設け、障害福祉計画の数値目標の達成に向けた取組の推進等、統一的に施策を進めていくことが考えられる。

　なお、将来的には、各都道府県が定める障害保健福祉圏域（以下「圏域」という。）ごとに同様の取組を行うことが望ましい。

　また、これらに加えて、就労支援について、障害保健福祉施策と労働施策の双方から重層的に取り組むため、都道府県の障害保健福祉担当部局は、都道府県の労働担当部局及び都道府県労働局と連携して、別表第一の上欄に掲げる事項について、平成26年度の数値目標を設定して取り組むことが適当である。

　なお、福祉施設から一般就労への移行等のみならず、離職者や特別支援学校卒業者に対する就職の支援、障害者に対して一般就労や雇用支援策に関する理解の促進を図ること等、障害者雇用全体についての取組を併せて進めることが望ましい。

　さらに、都道府県が工賃の向上に関する計画を作成した場合は、平成26年度の目標工賃等の概要について都道府県障害福祉計画上に記載し、周知を図ることが適当である。
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　また、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成22年6月29日閣議決定）において、「国及び地方公共団体における物品、役務等の調達に関し、適正で効率的な調達の実施という現行制度の考え方のもとで、障害者就労施設等に対する発注拡大に努める」とされている等、官公じゅに係る福祉施設の受注機会の拡大が求められていることから、障害福祉計画において、官公じゅに係る福祉施設の受注機会の拡大について記載し、取組を進めることが望ましい。

　＊　別表は省略
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